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再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

（第５回） 

 

日時 平成30年４月17日（火）10：00～13：00 

場所 経済産業省 本館17階 第１～３共用会議室 

 

○山崎新エネルギー課長 

 それでは定刻になりましたので、ただいまより総合資源エネルギー調査会 省エネルギ

ー・新エネルギー分科会 電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電

力ネットワーク小委員会の第５回会合を開催させていただきます。 

委員の皆様方におかれましては、本日もご多忙のところご出席をいただきましてまこと

にありがとうございます。 

また、本日もオブザーバーといたしまして、関係業界及び関係機関の方々にご参加いた

だいてございます。オブザーバーのご紹介につきましては、時間の関係上、お手元に配付

させていただいております委員等名簿の配付をもってかえさせていただきたく存じます。 

それでは、山地委員長に以後の議事進行をよろしくお願いいたします。 

○山地委員長 

それでは、第５回になりますが、本小委員会会合を始めたいと思います。 

今回は、今まで議論をした中で、系統制約に関する論点の中で積み残しになっているも

のが２点ございますので、それについてまず議論していただきます。 

それから次に、中間取りまとめの骨子案ということで、これまで本委員会で議論してき

た内容を確認して、本委員会では何度も申し上げておりますけど、合意した事項は、順次、

具体化を進めていくということにしておりますので、その観点から見て、アクションプラ

ン、具体化どうなっているか、それから全体通してまた改めて議論すべき事項に漏れがな

いかどうか、そういうことを確認する。こういうことのために中間整理の骨子案をまとめ

ていただいていますので、それを２つ目の議題として議論いただきます。 

また、本日も多くの方のご意見が伺えますよう、委員・オブザーバーの皆さんにおいて

は、ご発言は手短に簡潔にお願いしたいと思っております。 

ではまず、事務局から資料の確認をお願いいたします。 

○山崎新エネルギー課長 

 本日、配付資料一覧、議事次第、委員等名簿、座席表に続きまして、本日は２種類の資

料でございます。資料１、前半の議題であります系統制約の克服に向けた対応について

（その４）でございます。資料２、中間整理の骨子案、以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございます。 

特に撮影されているプレスの方はいらっしゃいませんね。 
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じゃ、早速、議事に入っていきたいと思います。 

まずは１つ目の議題であります系統制約の克服に向けた対応ということで、事務局から

資料１の説明をお願いいたします。 

○曳野電ガ部電力基盤整備課長兼省新部制度審議室長 

 では、資料１に基づいて説明させていただきます。 

論点は２つございまして、電源に関する情報の公開・開示のあり方、そして、一般負担

の上限額の見直しについてであります。 

まず１つ目、情報の公開・開示のあり方について、２ページをごらんください。前回ま

での議論とご指摘事項をまとめております。 

前回の委員会では、30 分単位での発電の出力実績を公開または開示することについて、

一部の発電事業者から競争への影響を懸念する声が挙がっていましたけれども、一方で、

ヨーロッパ、あるいはアメリカでは、個別電源の過去の出力実績を公開している国がむし

ろ多いという事実はご紹介したとおりでございます。 

その上で、本小委員会での議論として、ヨーロッパなどでは競争上の懸念が生じないの

だけれども、日本では懸念が大きいため、開示すらできないというような背景、あるいは

制度、市場構造の違いがあるのかどうかということを整理すべきではないかという議論で

ございましたので、この２ページの下のところに、考え得るヨーロッパとの相違点を左側

に整理をしております。 

幾つかございますが、まずヨーロッパでの公開という趣旨は、電力市場の統合・透明化

や競争促進の観点でありまして、この委員会で今、議論をしている系統混雑による出力制

御の予見可能性を高めるということとは必ずしも出発点が同じではないということではあ

ります。 

また、日本においては、旧一般電気事業者は、限界費用ベースで卸電力市場に自主的取

り組みによりタマ出しをしているという状況がございます。 

また、ヨーロッパに比べて、日本のほうが市場取引の割合が小さいために、結果的に限

界費用は特定しやすいということから、相対的な違いはある可能性はございます。 

また同様に、系統の構成が違うことで市場分断が起きており、一部の地域ではその限界

費用がより特定しやすい可能性はあるかなというところでございます。 

他方で、右側にございますように、個別電源の過去の出力実績が公開されていること自

身は海外でも事実でございまして、また別にヨーロッパであっても、実際には限界費用で

投入しないと損をする場合もございますので、経済合理性に従えばヨーロッパでは限界費

用では絶対に出していないとは必ずしも言えないのではないかと考えられます。 

いずれにせよ、こういう特定のしやすさの程度の差というのは存在すると思いますけれ

ども、事務局としまして、ヨーロッパでは公開できるのだけれど、少なくとも日本では開

示することすらできないというふうに結論づけるに足る何かしらの相違を見出すことは、

少なくとも現時点ではできないというのが結論でございます。 
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３ページをごらんください。前回の委員のご指摘事項として、まず原則としてはあるべ

き姿としては、系統情報に加えて電源についても公開であるということ。 

それから、多くの人が情報を活用してシミュレーションを行えるようにする。これは事

業者以外の方も含めて重要ではないかというご指摘もいただきました。 

他方で、この目的・出発点はそもそも何なのかというところも確認すべきというような

ご意見もございました。 

目的そのものということで言いますと、今回の議論は、発電事業の収益性を適切に評価

して、投資判断と円滑なファイナンスを可能とするため、またそれが出力制御の予見可能

性を高めるという再生可能エネルギーの大量導入の観点からスタートした議論でございま

す。 

また、送配電事業者が何らか示す場合には、非常に見積もりが過大となるおそれがござ

いますので、発電事業者が自ら精度を高めるための情報提供が必要だという問題意識でこ

れまで議論をいただいたところでございます。 

こうしたところを踏まえて、４ページでありますけれども、事務局案ではありますが、

系統のシミュレーション精度を高めて、日本版コネクト＆マネージの効果を最大化すると

いう観点と、一方で競争上の影響というご指摘、それから、公共の安全上の問題という配

慮も必要かと考えられますので、情報の提供先を追跡できるような利用者・目的を限定し

た開示とした上で、対象となる情報のタイミングについても工夫してはどうかと考えられ

ます。また、利用者については、秘密保持契約を結ぶなりして、発電事業者に限定しては

どうかということであります。 

このほか詳細については、この４ページの下に書いてある扱いでございますけれども、

これら開示に必要な規程等の改定も含めて準備を進めていってはどうかということであり

ます。 

なお、今回この電源に関しては開示というのが事務局案であますけれども、後ろの 11

ページのところで、東電ＰＧさんの提出資料に基づいて整理をしておりますが、今回の議

論は電源に関するデータの扱いでありますので、需要に関するデータとか、送配電に関す

る系統のさまざまな情報については、全て公開をするという前提でございます。あくまで

も電源のところに限って「開示」という扱いをしてはどうかということでございます。 

以上が１点目の論点であります。 

２点目、一般負担の上限額の見直しについてであります。15 ページをごらんください。 

前回の小委員会において、キロワット一律で課金をするという場合には、一般負担の上

限額も同様にキロワット一律とするという方向で見直すということ自体は、おおむね異論

はなかったということで理解をしています。水準のところは議論があると思いますので、

この後、説明させていただきます。今後、一般負担の上限額については、広域機関が以前

も設定をしておりますので、本小委員会の議論も踏まえながら、広域機関が審議等を行っ

て決定するという手続が妥当と考えられます。 
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前回の小委員会において、平均額を、４万円ではなくて、1.1 万円/kW をベースとすべ

きというような意見も複数いただいたところでございます。 

この点、2016 年に、広域機関において 4.1 万円が設定された考え方、経緯でございます

けれども、実績データの最大値であって、平均値＋３σということで設定をし、また託送

供給約款における承諾の限界の規定を過去に適用した事案においては、６万円～11 万円で

あったということなどを踏まえて決定されたものと承知をしております。詳細な資料につ

いては、後ろに参考をつけております。 

また、この上限の設定の後、キロワット当たりの単価が現時点でこういった基準を超え

るものはございません。また、これらの基準と関連して大きな環境変化はないというふう

に考えられますので、今回の見直しにおいては、引き続き 4.1 万円を基準額としてはどう

かというのが事務局案でございます。この点については、前回の議論もございましたので、

補足的に経緯をご説明させていただきました。 

現状のキロワット単価につきましては、16ページに参考をつけています。 

17ページ以降が、過去の広域機関での議論の参考資料をつけております。 

また、少し技術的な論点になりますが、20 ページをごらんください。見直し後の一般負

担の上限額の適用の時期についてでございます。 

見直し後の一般負担の上限額の適用時期については、足下でも負担が大きいといった声

も多く承知をしておりますので、広域機関において一般負担の上限額の見直しを決定次第、

即新制度に移行してはどうかと考えられます。 

見直しについては、施行後に接続契約の申し込みを行う案件、このうち募集プロセスの

案件については、施行後に優先系統連系希望者が決定するものというものから適用しては

どうかと考えられます。 

この場合、進行中の募集プロセスの案件のうち、これから恐らく広域機関での手続もあ

りますので多少の時間はかかると思いますけれども、二、三件が適用されるということだ

と理解をしております。ちなみに、現在、非常に多数の方がプロセスに参加をされている

北東北の案件については、この二、三件のほうに含まれるという理解をしております。 

なお、接続検討の申し込みの段階で、発電事業者は現行制度下での事業検討を行ってい

ることから、この施行時に既に接続検討の申し込みが正式に受理されている案件、募集プ

ロセスにおいては応募がされている案件において、現行の一般負担上限額が見直し後のキ

ロワット一律の額よりも高い電源。これは参考資料の 16 ページのところで、4.1 万円を超

える電源になりますので、バイオマス（専焼）と地熱ということになりますが、これらに

ついては、適用の問題でございますが、現行の一般負担上限額が見直し後のキロワット一

律の額よりも高い電源ということになりますが、現行の一般負担の上限額を適用としては

どうかという経過的な扱いについての提案であります。 

今申し上げたことにつきましては、事務局の理解としては、ほかの委員会でも議論がさ

れておりますけれども、一般負担の上限の見直しと発電側の基本料金を合わせて入れると
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いうことで認識をしておりますので、単純にこの一般負担上限の見直しだけが行われると

いうことではないという理解をしています。 

送配電事業については、再生可能エネルギーの大量導入に必要な投資等もしっかり行え

るような対応というのが必要と考えられますので、時期のほうは少しずれるということが

考えられますけれども、これらが両方行われる、そういう前提でこの事務局提案が行われ

ているということで、委員及びオブザーバーの方々にはご発言いただけると大変ありがた

いと存じます。 

発電側の基本料金につきましては、2020 年以降できるだけ早い時期をめどに導入すると

いうことでございまして、負担が足下でも大きいという声があること、一般負担の上限の

見直しによって送配電事業者にとってのイニシャルコストは増加いたしますが、発電側基

本料金の導入によってコスト回収の確実性が高まると考えられますので、今申し上げたよ

うに、発電側基本料金の導入を前提としつつ、この導入前に稼働する案件につきましても、

見直し後の一般負担の上限額を適用する。 

つまり、2020 年以降で発電側基本料金の導入前にある発電所が運開したとしても、この

一般負担の上限の見直しは、例えば風力なり太陽光については高い上限が適用されるとい

うことでございまして、これは逆にいえば、送配電側の事情に左右されないという提案で

ございます。 

以上、技術的な論点もございますが、事務局の説明でございます。 

○山地委員長 

ご説明どうもありがとうございました。 

それでは、今から質疑応答及び自由討議の時間とさせていただきたいと思います。 

いつものように、ご意見、ご質問等ある方は、ネームプレートを立てて発言の意思表示

をしていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

遠慮せずに、時間は貴重ですから、どうぞ。 

じゃ、松村委員どうぞ。 

○松村委員 

まず、電源の稼働状況の公開、あるいは開示に関してです。今回の公開ではなく開示に

限定する提案はもっともだと思います。というのは、なぜこの委員会でこの問題が出てき

たのかというと、今回の資料にも書かれている目的のために情報が欲しいという要望があ

り、その目的のためであれば公表までしなくても十分で、この委員会で決めることとして

は開示にとどめるという整理は受け入れます。しかし今回の決定が、公開はしないことに

した、開示にとどめるべきという意思決定だとすると、賛成しかねます。 

別の目的で公開が必要だという議論が、別の委員会で出てくることも当然あり得ると思

います。そのときにはまた議論することになると思います。今回の決定で、もう公開しな

いと決めた、議論はもう済んでいると言われるのは困る。今回の委員会の目的からすると、

開示で十分だと思っているからそうしているだけ、将来の公開の議論を妨げないことが確
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認されるのであれば、賛成します。 

次に、旧一般電気事業者は自主的取り組みにより限界費用ベースで玉出しをしているか

らという議論をここでオーソライズしてしまうと、この後、公開の議論をするときに大き

な弊害になると思うので、この議論は、私は認めかねます。 

事務局の資料で正しく書いているとおり、もし完全競争的に行動しているとすれば、そ

もそも限界費用で玉出しするのは、利潤最大化という観点から見ても、とても自然な行動。

つまり旧一般電気事業者は支配的事業者なので、そうしないことが効率的ということは十

分あり得て、したがって普通の事業者よりも、ある意味でこの情報が出てきたとしても推

測されにくいというアドバンテージがあるけれども、この玉出し義務があるので、そのア

ドバンテージを失うというのに過ぎない。これを盾にして、特に旧一般電気事業者が不利

になるから反対などというのは、支配的事業者の発想。 

実際、事務局資料でも､シングルプライスオークションでやっている以上、何でそんな

に大きな影響があるのかという指摘は正しいと思いますが、この点について仮に可能性が

あるとしても、それは旧一般電気事業者が、支配的事業者としてアドバンテージを持って

いるという部分が、ほかの小さな事業者と同じになるというのに過ぎないことをまず理解

する必要があると思います。 

それから、本来動いているかどうかは、スポットで売れたものが動いて、売れていない

ものは動かないという構造にはないはずです。その後、時間前市場が当然あるはずだし、

あるいは相対取引によって、もし小売側の計画が変更されるということがあったとすると、

その相対契約で調達しているものの電源の稼働も、スポット市場後に変わることもあり得

る。 

もしこの主張を、電事連がさらにこの後、繰り返すことがあったとすると、それは私た

ちが恐れているように、時間前市場をこの人たちはボイコットしているのではないか、リ

ーズナブルに出していないのではないかという疑いをさらに強くすることになる。もし万

が一そのような主張がこの後あるとすれば、監視等委員会には、その点についてもう一度

きちんと監視をしていただきたい。 

いずれにせよ、こんな愚かな議論は、今後出てこないものと理解しています。その点に

ついて反論があれば、ぜひご発言をお願いします。 

次に、発電側基本料金の問題と、時期が多少ずれるというこの事務局提案というのは合

理的だと思います。今のご説明も丁寧にされたと思いますが、発電側基本料金の案として

は、20 年以降のできるだけ早い時期に導入することになっていて、その後、課金されれば

ずっと払い続けるのに対して、それよりも一瞬早くこの負担が発生するというときには、

上限が低いままで適用されないというのは、いかにも不合理だというのはよくわかりまし

た。 

でも、発電側基本料金のほうは、確実に導入されると決まったわけじゃないので、仮に

この後の議論で、上限が上がるのは既得権益だということを所与として、発電側基本料金
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は、ずっと導入が決まらないという事態になる、いわば食い逃げされるという事態になる

ことを多くの人はとても恐れている。これは 2020 年以降のできるだけ早い時期に発電側

基本料金が導入されるということを前提とした決定だということは、何度も繰り返し強調

しておかなければいけないと思って発言させていただきました。 

以上です。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

この後、長山委員、江崎委員、あと広域機関・佐藤オブザーバー、電事連・八代オブザ

ーバー、それから小野委員と、こういう順番で回していきたいと思います。よろしくお願

いします。 

では長山委員、お願いします。 

○長山委員 

ありがとうございます。見直し後の一般負担のほうの件なんですけれども、4.1 万円と

の根拠が、最大値だったから 4.1 万円だというのはちょっとまだよくわからなくて、これ

は質問になるかもしれないんですけれども、例えばＩＲＲの計算をして、ライフタイムで

見て、発電側課金で幾ら徴収するから 4.1 万円になっているのかというのが知りたいとこ

ろです。電力会社によって、例えば許容できる一般負担の金額は異なるはずで、例えば北

海道電力と東京電力は多分全然違うんじゃないかと思うんですね。 

こういう個別のデータがよくわからないときは、最大値じゃなくて、平均値の 1.1 万円

をとるのがいいんではないかなというふうにまだ思っています。今までと今後の状況は大

分違ってきていて、発送電分離をすると、送電会社がどこに発電会社が立地するかという

のをコントロールできなくなってくると。そうすると、例えばもう太陽光発電が 4.1 万円

以下だったら、どんどんいろいろなところに入ってくると。系統の効率も考えないでどん

どん入ってくるような状況に対して、送電会社さんは何もコントロールができなくなって

しまうような状況があるのではないかなというふうに思います。 

したがって提案は、やはり平均を 1.1 万円ぐらいにして、前回も申しましたように個別

の送電線ごとに費用対効果を見て検討していくのが、発電＋ネットワークコストを合計で

見て再エネ導入コストの最小値につなげるという、後段の議論にもつながってくるのでは

ないかなというふうに思います。 

例えば、便益は燃料費削減とＣＯ２のコストですね。コストは、再エネが入ったことに

よる容量市場を入れることで、容量市場の価値みたいなものがコストになると思うんです

が、それを見ながら、一つ一つ見ていくのがいいんではないかなというふうに思います。 

あともう一点なんですが、これは全電源が同じ 4.1 万円ということは多分もう決まって

いることかとは思うんですけれども、ちょっとめり張りをつけるのもあるのではないかな

と思っていて、例えば地熱とか風力というのは立地制約があるので、かつ地熱は今後、我

が国の子孫にずっと永劫、長い時間、便益をもたらすようなものなので、こういったもの
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に対して、もうちょっと国家プロジェクト的に支援をしてもいいのではないかなというふ

うに思います。 

逆に太陽光は立地制約が余りないので、どこに置いても余り変わらないということがあ

るとするならば、むしろ送電会社さんが募集のような形で誘導しながら立地するようにす

ればいいんじゃないかと。 

あとはバイオマスが、輸入バイオマスも自国のバイオマスも、このバイオマス専焼とい

うので多分同じように扱われると思うんですが、これがまた同じでいいのかという問題が

あります。輸入バイオマスが我が国の国民にどれほどのベネフィットがあるのかわからな

いんですが、輸入バイオマスと国内バイオマスは区別をすることも考えられるのではない

かなというふうに思います。 

今回 4.1 万円を導入することによって、東北の北部プロセスが大体 350 万 kW で、これ

で支援が２万円とすると、大体 700 億円～900 億円ぐらいが東北電力に初めにかかるわけ

ですね、後から発電側課金で返されるとしても。そういったことで、ＴＳＯ間の費用分担

ですとか、そういったものはある程度調整するという事務局案には賛成でございます。 

そして、この 4.1 万円が導入されるとしても、送電線ごとの効率性というのはやはり継

続的に見ておくべきだなと思っていまして、前回申しましたように、英国のＲＩＩＯのケ

ースですね、送電線ごとにいろんな観点から評価して効率性を見るというような海外の事

例の調査は今後も引き続き続けておくべきではないかというふうに思います。 

以上でございます。 

○山地委員長 

では江崎委員、お願いします。 

○江崎委員 

情報の開示と公開に関しましては、松村委員のご意見に大変賛同するものでございます。

もともとなかなかデータが出てこなくて、いわゆる発電側と送電側でウィン・ウィンの関

係をつくるために情報の共有をしていこうということでございますので、やっぱり情報が

ちゃんと出てくる方向に誘導するという意味においては、開示というのが非常にやりやす

い、最初の入り口としてはやりやすいと。 

ただし、開示したものが公開されないということではなくて、やっぱり必要なものはし

っかりと公開をしていくというのが、事務局案の中にはしっかりと書かれておりますので、

これをちゃんと守っていくということで、情報が共有されて、しっかりとしたインフラが

でき上がっていくということを進めるべきだと思います。 

ただしその際、当然ながら、開示された情報に関しては、情報の管理は極めて慎重かつ

厳正に行うことが必要になりますので、それに関しては、情報受け取る側の情報管理をし

っかり行うということをしっかりと明記すべきだと思います。 

○山地委員長 

では、広域機関の佐藤オブザーバー、お願いします。 
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○佐藤オブザーバー 

開示について、せっかく開示をするというのに、何となく水を差すような議論かもしれ

ませんが、ちょっと心配なんで、曳野課長に伺いたいと思います。 

何を心配しているかというと、松村先生がおっしゃったように、私も旧一般電気事業者

に関しての開示は別に心配じゃないんですが、心配なのは、８ページの２つ目の丸に書い

てある、一部の発電事業者から 30 分コマ単位で個別電源の稼働パターン公開・開示する

と、相対卸供給契約における価格交渉において不利益をこうむるおそれがある等の懸念が

示されているとあって、つまり、半分相対契約していて、半分市場に出しているような場

合だと、その市場価格から価格がわかってしまって、相対契約で何でこんなに高く吹っか

けるんだみたいな形になって、今後、一部の新電力の発電事業をする方というのが、いろ

いろ発電事業に関して不透明感があるところで、相対契約に関しても、全部やっぱり今後

わかってしまうのかと思うと、何か発電投資に躊躇するようなことにならないのかと。と

いうこともあって、事務局も考えられて、そうするとやっぱり開示をするというのは、原

則、発電事業をする人で相当厳しい条件もつけると。 

そういうところでも、ちょっとコンサルには相対契約をさらに発電事業者は結んだほう

がいいというようにして、それがまた外に漏れたりしないのかなとか、新たに発電をする

ような一部の新電力の方とか、電発とかもあるかもしれませんが、そういう人が、いろい

ろこの新電力の人とか国から強く言われちゃったからしようがないと思うけど、やっぱり

発電事業ってだんだん大変になるなっていうので発電投資に躊躇するような形になると、

当然ここの整理になるように、できないということはないと思うんですけど、発電投資に

やっぱりマイナスの影響にはなるべくならないように強く考えていただきたいということ

であります。 

以上です。 

○山地委員長 

では電事連、八代さん、お願いします。 

○八代オブザーバー 

ありがとうございます。電気事業連合会の八代でございます。私のほうから要望を含め

た意見を２点申し述べさせていただきたいと思います。 

１点目が、電源に関する情報の公開・開示のあり方についてでございます。前回のこの

委員会でも、電源に関する情報につきましては、市場価格との突き合わせによりまして電

源コストを推測できるんではないか、それが競争に影響を及ぼすということに加えまして、

相対交渉で不利益をこうむるという懸念が表明されたというふうに認識しているところで

ございます。これにつきましては、旧一般電気事業者も同様であり、十分に理解できるも

のだと思ってございます。 

他方で、今回、系統に接続しようとする発電事業者、発電事業を行おうとする者も含む

ということでございますが、そういった方々に限定して電源情報を開示するということで
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あれば、その情報提供元、情報を提供する主体は、広域機関さんか、あるいは一般送配電

事業者になると思ってございます。 

その場合、発電事業計画の確実性などを含めまして、事業者の接続検討の意思をしっか

り確認させていただいた上で、電源の名称を特定化して電源特定できないような形で提供

するなどルールを明確化して、開示に当たっては十分に配慮して対応することが必要であ

るというふうに考えております。 

それから、資料の４ページの２つ目のポツに記載されておりますが、必要な規程等の改

定を含めて速やかに準備を進めていくというふうに記載されてございます。 

これにつきましては、規程等の改定が、一般送配電事業者にとりましては、実務面ある

いはシステム面に多大な影響を及ぼしかねないということもございますので、実務的な検

討に当たりましては、ぜひ私どもも関与させていただきたいと思ってございます。 

以上が１点目でございます。 

それから２点目が、一般負担金の上限見直しについてでございます。昨日の送配電網ワ

ーキンググループにおきまして、発電側基本料金の導入を含む託送料金制度見直しに向け

た中間取りまとめが報告されたところでございます。 

前回のこの委員会におきましても、発電側基本料金を導入する場合には、発電事業者が

負担すべき系統コストといたしまして、系統接続時の初期費用の一般負担上限もセットで

見直す方向で議論がなされたというふうに認識しているところでございます。 

他方で、今回、現在進行中の大型募集プロセスの案件も含めまして、一般負担上限見直

しが早期に先行適用される方向性が示されているところでございます。仮にそのような方

向で施策を進められるとした場合に、一般送配電事業者といたしましては、足下のキャッ

シュですとか、あるいは先行きの収支に影響が出るというのも想定されるところでござい

ます。したがいまして、際限なく一般負担がふえることのないように、負担と受益の観点

を踏まえた整理を逐次行っていただくようお願いしたいと思います。 

前回も申し上げましたけれども、さらに将来に向けて持続可能な送配電投資が行われる

ような系統コストの負担のあり方につきましても、国としてしっかり施策を検討いただき

たいということでございます。 

以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では、小野委員ですね、お願いします。 

その後、ちょっと申し上げておきますと、新川委員、それから東京電力の岡本オブザー

バー、そういう順番で回してまいりますので。 

じゃ、小野委員、お願いします。 

○小野委員 

ありがとうございます。経団連の小野でございます。一般負担の上限額の見直しについ
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て申し上げます。 

まず、資料の 15 ページに、「一般負担の上限もキロワット一律とする方向で見直すとい

うことで、おおむね異論はなかった」と記載されておりますけれども、前回申し上げたと

おり、私は「発電側基本料金を導入するならば、系統接続時の初期費用の負担を一律化す

べきだ」という根拠がまだ十分に示されていないと考えます。 

イニシャルコストとランニングコストの両面で系統の効率的な利用を促すとともに、事

業者に系統コストも含めた総コストでの競争を促していくべきだという考え方は変わって

いないことを改めて申し上げたいと思います。 

また、系統設備の効率的利用を促す効果を除いて考えれば、需要家にとって、発電側基

本料金の導入というのは、発電事業者が追加負担額を卸価格に転嫁するため、理論上、負

担増にも負担減にもならない施策であろうかと思います。これに対して、接続費用の一般

負担上限の引き上げというのは、言うまでもなく負担増になるわけです。これらをセット

で導入すると、発電側基本料金によって抜本的な系統利用の効率化が進まない限り、需要

家負担が増加することになってしまいます。 

既に高額の賦課金負担を強いられている電力需要家としては、これ以上の負担拡大は容

認できないと思っております。仮に一般負担上限を引き上げるならば、少なくとも、発電

側基本料金負担を発電側から需要側に重ねてつけ回すようなＦＩＴ電源に対する調整措置

を受け入れることはできません。 

その上で、仮に一般負担上限額を一律化するとしても、4.1 万円/kW という高い基準額

を設定すべきではないと思います。改めて指摘するまでもなく、基準額の範囲内では、発

電事業者に接続費用抑制のインセンティブが働かないわけです。 

本小委員会では、第１回の会合で、「柔軟かつ効率的な系統運用と設備形成」を図って

いくことに合意していたはずであります。事業者に費用抑制インセンティブの働かない範

囲を拡大しようとするのは、この方針に逆行するのではないかと思います。 

17 ページのグラフを見る限り、過去のほとんどの案件は２万円を下回る範囲におさまっ

ております。過去に高い一般負担が許容された少数のケースを、今後接続する電源に対し

て広く一般に適用されるルールを定める際の判断基準として用いるべきではないと考えま

す。 

それから、上限見直しの適用時期についてでございますが、仮に一般負担上限額を一律

化するとすれば、それは先ほどのご説明にもありましたように、発電側基本料金の導入と

セットであるはずです。発電側基本料金の導入に前倒しして一般負担上限額の一律化を行

うというのは、制度として合理性を欠くのではないかと考えます。 

以上です。 

○山地委員長 

失礼しました。その後、新川委員ですね、お願いします。 

○新川委員 
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前半の情報開示、電源に関して、数点コメントを申し上げたいと思います。 

まず、２ページのところにつきましては、発電者の市場というんですか、発電のところ

の市場、それは卸の市場と同じだと思うんですけれども、に対する競争制限、競争が実質

的に制限されるおそれは、今回検討されている電源に関する情報開示を行っても基本的に

は小さいというふうに整理されたと理解いたしました。 

ここで言っている市場の意味というのは、別に卸電力取引所を言っているわけではなく

て、当たり前ですけど、より広い意味での、いわゆるマーケットの市場に対する競争制限

効果が、要するに、協調的行動をとりやすい市場環境になってくることによって、競争制

限効果がないのかというのを懸念していたわけですが、そこについては、基本的には今の

ところそういう懸念はないという整理で今回進むということで理解いたしました。 

この点については、欧州においても、常に何かを行おうとすると競争促進効果と制限効

果の両方が発生し得るわけですが、恐らく促進効果のほうが大きいだろうという整理で、

欧州のほうは情報公開ということで整理されたということかなと思って、この２ページの

左側の欧州との対比の１点目のところを拝見しました。 

それを前提として、開示か、公開かとなるわけですけど、そこにつきましては、その相

対契約等における悪影響が、個々の発電事業者に及んでくるという懸念が強く表明されて

おると思いますので、それとのバランスになってくるわけですけれども、公開にすると、

より広い人が企業の機密情報を知ることになりますから、その弊害を考えると開示という

整理にするということで、この点については賛成です。 

４ページのところに移って、ここで個々の問題点を、開示を行うという前提になったと

きに検討すべき事項が挙がっているわけですけれども、１つ整理しておく必要があるんじ

ゃないかと思ったのが、発電事業をしようとしている人が、どういうときに開示請求でき

るかという点ですけれども、目的につきましては、制度の目的は、シミュレーションがで

きるようにするということですが、そのシミュレーションの意味というのは、より細かく

考えると、発電事業を行おうとする人が、ビジネスプラン、事業計画を立てようと思うと

きに、みずからシミュレーションする必要があるわけで、その計画を立てるという局面。

それは自己資金で行う場合と、第三者から資金調達して行うケースがございまして、第三

者から資金調達するのであれば、金融機関等との協議が必要になってきますから、そうい

ったファイナンスをするのに、レンダーサイドが納得するようなシミュレーションを作成

しなければいけないと。こういった目的に使うために、今回情報の開示を求めるんだとい

うふうに理解いたしましたので、今の点をもう少しきちんと整理して、いかなる場合に情

報の開示請求ができるのかという条件を設定していく必要があると思いました。 

外部からの資金調達というのは、恐らく当初に発生するのと、あとプロジェクトの途中

でリファイナンスするときにも当然発生してきます。事業者みずからの事業計画の検証と

いうのは、そのプロジェクトの過程で、随時とは言わないまでも、結構な頻度で起こって

くる可能性がございまして、そういったたびに、開示請求、開示請求って、何度も何度も
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開示請求をするっていうことでもよいのか。そこまで想定した開示なのかということをご

整理いただければと思います。それが１点目です。 

あと２点目として、情報の機密保持につきましては、ここに記載されておりますとおり、

１点目でございますけれども、目的外使用禁止を入れるということですけれども、通常、

第三者開示の原則禁止というのも入ると思いますから、第三者に対する開示の禁止という

条項も入りますし、あと、通常のＮＤＡであれば、情報の管理方法に関する制限も定めら

れていることが多いと思いますので、そういった条項も恐らくＮＤＡの中に入ってくると

思いました。 

先ほどの何かコメントの中で、コンサルタントに対してどんどん出していけるのかとい

う話がございましたけれども、それは原則として第三者に対する開示は禁止と普通書いて

あって、例外的にこういう人たちにこの条件であれば出せるというふうに規定されている

わけですけれども、コンサルタント等に対して出すときには、そのコンサルタント自身が

別のＮＤＡを締結して、広域さんとかに提出させるという方式にするのか、それとも、あ

くまでも発電事業者とコンサルタントが、そのコンサルタントの方とか、第三者に対する

開示を受ける人に義務を課して、そこの違反の責任はその発電事業者が負うという形態に

するのか、そういった細かいところも最終的には決めて、制度の枠組みを設定する必要が

あると思います。 

最後に、開示する情報ですけども、ここについては過去の、リアルタイム情報ではなく

て、一定期間、例えば３カ月とかさかのぼった過去情報を開示するということでご整理い

ただいている点は、このほうが競争に対する制限効果は低くなると思うので、よいのでは

ないかと思います。 

シミュレーションというのは、別に随時のリアルタイム情報がなくても、一定の統計的

なデータで、どういうふうに今後の 10 年間動くのかっていうシミュレーションできると

思いますので、リアルタイムの情報を出す必要はなくて、過去情報、３カ月とか６カ月前

の過去情報ベースでも対応可能ではないかと思いましたので、この部分については事務局

のご整理に賛成いたします。 

以上です。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では、オブザーバーの岡本さん、お願いします。 

○岡本オブザーバー 

ありがとうございます。２つ論点がありましたけど、まず情報の開示につきまして、私

ども一般送配電事業者としましても必要な情報というのは出させていただくということを

進めさせていただきたいと思っています。 

１点だけちょっと細かい点で、需要に関する情報とか、送配電に関する情報は公開を前

提にということで、今後その準備を進めたいと思うんですけれども、一部、15 万 V に接続
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されている非常に大規模なお客様の情報が特定されると、ちょっとそのお客様の供給への

保安上というか、そういった課題も生じるケースもあろうかと思いますので、ここでおっ

しゃっている需要に関する情報というのは、基本的には多分ある変電所単位で見て、実績

でどうだったかということだと思うので、ちょっと個別にある特定の非常に大規模なお客

様の情報が何か特定されないような形、これは、広域機関さんとちょっと工夫していく必

要があるかなというふうに思っておりますので、そこはお含み置きいただければありがた

いというふうに思っています。いずれにしてもこの準備を進めてまいりたいと思います。 

それからもう一つの論点でありました一般負担の上限の見直しについて、これも何人か

の委員の先生方からお話があったこととも重なってまいりますけれども、今後、発電事業

者様、それから私ども一般送配電事業者は、コストダウンといいますか、効率化に努めて

まいりますけれども、今後、発電側基本料金も入ってくるということですけれども、最終

的には一般負担による系統増強コストと、それからあと当然、賦課金といったものをお客

様に何らかの形で結局ご負担いただくということになりますので、全体としてその発電と

ネットワークのコストを最小化しつつ、できるだけ多くの量の再エネを入れていくという

のが議論の出発点であったかというふうに思っております。その点、小野委員のご指摘に

賛同しております。 

お客様の現状、需要というのが、キロワットで見ても、キロワットアワーで見ても、増

加していないというか、減少していくという過程にありまして、お客様の需要は減ってい

る中で新規電源が入っていくということなので、需要と供給のバランス上は、新規電源の

発電された分だけ、古いといいますか、既存の電源の出力というのは減るということです

ね。こういった運用になりますので、この際にできるだけ系統混雑を緩和する方向で、電

源の運用を行うと。これがコネクト＆マネージではないかと思っておりますし、あるいは、

できるだけ系統の空きのあるところに新規電源をヘッジしていただくということが、既存

系統を最適化する上で非常に重要であるということが最初にあって、系統増強について、

やはり費用対便益に基づいて判断すべきじゃないかというふうに申し上げてきたところで

ございます。 

ちょっと例で、先ほどお話ございましたけれども、例えば北東北の例もあるというお話

もございましたけども、例えば 1,000 万規模の一般負担をいただいて、基幹系統の増強を

行うといった場合に、400 万 kW の風力の連系のためなのか、同容量の、ちょっとこれ例で

申しわけないですけど、同容量の太陽光のためかということですね。 

これ、発電＋ネットワークで見たトータルコストも、あとそれから拡大される再エネの

導入量も、キロワットアワーで見て大きく異なるのは明らかでありまして、やはり同じ金

額を投資するなら、できるだけ安価で発電量の多い再エネをふやすということで、社会的

な便益をできるだけ大きくすることが重要ではないかというふうに思っておりまして、増

強費用の一般負担を一律にすると。なおかつ３σといいますか、最大値まで引き上げると

いう方針ということなんですけれども、この観点からちょっと懸念をしておりまして、特
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に上限を引き上げるということについて慎重であるべきかなと。特に、３σというか、最

大値まで引き上げる必要が本当にあるだろうかと。例えば、σとか、２σでもかなりの部

分はカバーされるはずではないかというふうに思います。 

前回ちょっと欠席いたしましたけれども、個別判断はやはり現実的でないと。大量の連

系のためにこれをやるのかと。こういうことも、これも現実的でないというご議論もあっ

たと思いますけれども、今申し上げたような安価な再エネ電源が非常に地域に偏在して、

基幹系統の非常に大規模な系統増強を行うというケースというのは、ある意味、特殊とい

ますか、非常に数が少ないケースでございますので、こういったケースについて、ある範

囲を超える増強コストになっても投資するかどうかというのは、個別判断の余地を残した

上で、一般負担分はできるだけ低く抑えるということが望ましいのではないかというふう

に考えております。 

また、こういったネットワークの移行投資については、これは地域で負担を偏らせると

いうことがないように、全国で応分に負担するという考えが重要だろうと思っておりまし

て、賦課金ですとか、税のような負担方法もあるということはご考慮いただきたいという

ふうに思っております。 

私からは以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

この後、松本委員なんですけど、その後を申し上げますと、岩船委員、荻本委員、髙村

委員、圓尾委員と回していきたいと思います。このあたりで一区切りとしてよろしゅうご

ざいますかね。 

じゃ、松本委員、お願いします。 

○松本委員 

電源に関する情報の公開、開示のあり方につきましては、前回の委員会で整理をお願い

したいと申しまして、相違点について整理をいただきましてありがとうございました。ま

ずお礼申し上げます。欧州と日本の違いについて大分クリアになりました。 

電源に関する情報の開示につきましては、基本的に事務局案に賛成したいと思いますが、

系統に接続しようとする発電事業者が正規のルールに沿って利用することが守られなけれ

ばなりません。相対契約による不利益への懸念など、委員の方からもさまざまな懸念点も

出されておりますので、目的外利用がなされないように、情報の開示請求については詳細

なルール設計をお願いしたいと思います。 

続きまして、一般負担の上限額の見直しにつきましては、発電側が基本料金の導入をキ

ロワット一律で負担していくことを前提といたしますと、系統接続時の初期費用の一般負

担の上限についても、キロワット一律として負担の平準化を図るという考え方は理解でき

ます。 

過去の実績を踏まえまして総合的に判断して、電源種を問わず、一律の上限金額は 4.1
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万円を基本として設定するというところですが、これで当面進めることが決まっているの

かもしれませんが、過去に一般負担で実施することが許容されていたネットワーク増強工

事費の実績データの平均値が 1.1 万円ということで、電源種を問わず、一般負担の上限額

の 4.1万円の妥当性がやはり問われてくるのではないかと思います。 

仮に、一般負担の上限額を 4.1 万円と一律にしたといたしまして、先々、さらに上がる

ことになりますと、最終的にはその負担は需要家に及び得るものとなってしまいます。 

また、一般負担で系統増強してもらえるとして、需要地からどんどん遠くに離れて再エ

ネ発電設備を設置されていくことも考えられることから、上限額のさらなる引き上げにつ

いては、いま一度慎重に議論が必要ではないかと思います。 

以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

それでは岩船委員、お願いします。 

○岩船委員 

おはようございます。おくれて申しわけございませんでした。情報公開の部分、私きち

んとお話を聞けていなかったんですけれども、資料を拝見いたしまして、今回は開示とい

うことで、ここをスタートとするということで理解しました。確かに今回のこの委員会の

目的としては、開示が筋だというのも理解しました。 

ただ、以前にも申しましたように、この情報は、今後の電力システムを考えていく上で

非常に重要な情報だと思いますので、さらに、鮮度を落とす、あとは時間粒度を落とすと

か、ある程度電源をまとめればいいとか、そういったことも含めて、どういう情報であれ

ば公開できるのか、検討を続けていただきたい。 

そして、今回は新しく発電事業される事業者様への情報提供ということなんですけれど

も、ほかのニーズについてもあわせて引き続き検討をお願いしたいと思います。 

そして先ほど新川委員のほうから具体的な開示の条件というお話があったと思うんです

けれども、事業者さんによっては、電源をどこの線につなぐまではっきり決めていなくて、

もう少し幅広に、例えばどこに置くかを考えたいみたいなケースもあり得ると思うんです。

そういった場合には、事業の確度が低くても、いくつでもデータ公開してもらえるのかと

か、そういった懸念もあるかと思いますので、そういった整理をお願いしたいと思いまし

た。 

一般負担のほうの話ですけれども、17 ページの最大値 4.1 万円というところがどうして

もやっぱりひっかかるところはあって、確かに発電側課金とセットであるというのであれ

ばいいかなという気もしているんですけれども、先ほど事務局からのご説明で、一般負担

の上限の見直しを送配電側の事情によらずというようなキーワードが最後にあったかと思

ったんですけれども、その事情は結構重要で、あくまで発電側基本料金の精度がきちんと

動くところまできてから、この一般負担の見直しをするというのがやはり筋なのではない
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かなという気がしております。 

きのうの送配電ネットワークのほうの議論では、2020 年度以降の早い時期に発電側基本

料金を導入というところまでで、具体的にスケジュールが示されていません。発電側課金

がいつからスタートするというのがはっきり決まった時点で、一般負担の見直しでよい気

がしております。 

先ほど小野委員からご説明あったように、発電側課金は、小売料金に転嫁されるもので、

完全な負担とは言えないのでは、というのは確かにごもっともなご指摘でありますので、

ここはイニシャルとランニングコストを一緒にきちんと議論していくべきだと思います。 

以上です。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では、荻本委員、お願いします。 

○荻本委員 

大分後ろなので、重複したところは省いて述べたいと思います。電源に関する情報とい

うことに関しましては、まず再生可能エネルギーに関してここでちょっと欠落していると

ころは、その出力変動の特性を把握して、そしてさまざまな需給調整力との組み合わせで

最適な運用、最適な設備構成を考えていくというのは、本当に今、発展させないといけな

い必要な分野だということです。これは送電領域、配電領域の研究開発、または技術革新

が進めないといけない分野だと思っております。 

この情報が開示されないとすれば、または公開されないとすれば、日本の技術革新に関

する基礎的なデータを欠くということにもなりかねない。これは短期的には多くの人は満

足したとしても、長期的に我々が何を目指すかというところを欠いてしまって、長期的な

社会コストミニマムの電力需給を実現できないと。または、それを支えるような産業の発

展の育成の障害になるというふうに考えます。 

これは私自身が研究者で、目の前のことだけではなくて、将来の電力システムを考える

という立場にいるので、考えるのかもしれませんけれども、ぜひこの分野の重要性をもう

一度お考えいただきたいと。 

もう一つ、再生可能エネルギー発電については、現在その大半が国民の負担によるＦＩ

Ｔ制度で収入が確保されていると。私的な情報ではあったとしても、経営リスクを限りな

く排除して得られた情報だという状況もあります。 

この２つの理由から、再生可能エネルギー発電の電源設備、発電データは公開とするか、

接続しようとする発電事業者に加えて、研究用途など公共の利益につながる使用者も対象

として開示すべきではないでしょうか。 

火力発電の条項については、旧一般電気事業者、または新電源とも競争領域の情報だと

いうことでありまして、基本的にはある一定の配慮をした上で、可能な範囲の開示という

のは必要だというふうに思います。 
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公開、または開示の範囲、条件というものに関しては、その目的に応じて、例えば統計

分析をするというようなことを考えると、過去十数カ月で限られてしまうと何も分析でき

ないことになってしまいます。ということで、「何のために誰が使うのか」ということを

考えて、その「使途に応じた範囲の公開、または開示」をぜひ条件に加えていただきたい

というふうに思います。 

それから一般負担の上限額ということについては、今まで、縷々出た意見と同様です。

かぶったところはお話ししないとして、例えば送電費の一般負担が１万円増えたというこ

とは、もしかするとＦＩＴ価格が 0.5 円～１円相当上がったような話になる。ということ

は、４万円というのは、２円～４円ＦＩＴ価格を上げているのと同じ負担が国民に行くこ

とになるというような気がいたします。 

こういうことが起ころうというときに、従来の火力・原子力に合わせて 4.1 万円に引き

上げるのでなくて、火力・原子力については、私の感覚では、一応もう開発は、送電線を

伴う開発というのは一巡しているということを加えると、4.1 万円ではなくて、低いほう

の 1.1 万円にすることが適当ではないかというふうに思います。これによって、その社会

コストミニマムの設備形成がより近いものになるのではないかと考えます。 

もう一つ、ちょっと特別な条件を申しますと、現在のＦＩＴ価格が着床式の洋上風力や

太陽光発電に対して相対的に高いということから、送電費用負担に関するオークションを

行った場合、そういう相対的に高い人たちが優位になるという現実があります。 

この場合、もしかすると国民負担が小さい陸上風力は劣後してしまって、落ちてしまう。

そういうことが起こった場合、相対的に年当たり 1,000 億円以上の国民負担の増加になっ

てしまうということも起こりかねません。ということから、仮に 1.1 万円という、どちら

かというと低い一般負担上限額をつくったとしても、本来、より早く入ってほしい電源を

何らか優遇するような施策をそれから立ち上げるというようなことも考えていただけると

いいのではないかというふうに思うわけです。 

やはり日本の状況というのは、ＦＩＴ価格が高どまりだということの中で、どうやって

泳いでいこうかということを考えていることだと思いますので、その現実を見て、かつ長

期の送配電網の設備形成が適切に行われるような制度を考えていただけないかと思います。 

以上です。 

○山地委員長 

では髙村委員、お願いします。 

○髙村委員 

ありがとうございます。きょうの資料の１にあります最初のスライドの２の事務局から

のご指摘、大変大事な点だというふうに思っていました。 

前回、すみません、欠席して、最後、山地先生がそういうふうに取りまとめられたとい

うふうに伺いましたけれども、欧米で公開できているものが、日本で公開・開示ができな

い根本的な制度、状況の違いがあるのかというこの問いというのは非常に大事だというふ
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うに思っていまして、事務局で精査をしていただいて、基本的にはスライド２のところ、

細かなところの点は置いても、連系線の制約ですとか、卸電力市場の状況といったような

点の違いはあるけれども、程度の問題であるという、この点というのは非常に大事な点だ

というふうに思っております。 

その上で、きょう事務局から提示をしていただいている特にスライドの４以下のところ

ですけれども、前回、意見を出させていただきましたが、基本的な点を反映していただい

ているというふうに思っておりまして、今回のこの出発点としての電源に関する情報の公

開、開示のあり方については賛成をいたします。 

特にやはり大事だと思いますのは、出力の実績データ、しかも時間の密度としては１な

いしは 0.5 時間という程度で出していただき、場合によっては 66kW 系統についても、公

開・開示の方向で検討されているということだというふうに理解をしておりますので、さ

らに今ありました需要情報ですとか、送配電に関する潮流実績等々の情報について公開を

前提であるという、この点も非常に大事な点だと思います。 

幾つか既に指摘をされた点もありますけれども、この点について、細かいんですがかな

り重要な点として３点申し上げたいと思うんですけれども、１つは先ほど荻本委員からあ

りました実績データ開示の期間であります。これは、きちんと発電事業者が、シミュレー

ションができるというための実績データの範囲というのが、どういう期間が適切なのかと

いう点については、この１年間、３カ月前から 15 カ月前という１年間で十分かどうかと

いう点については、一つご検討いただきたいというふうに思っております。もう少し長い

実績データが必要ではないかという趣旨です。 

２つ目は、新川委員からありました点で、実際に発電事業者が資金を第三者から調達す

る際に、調達先である融資機関について、それを検証するためのデータが必要ではないか

という点であります。この点については、適切に、新川委員から頻度の点も含めてご指摘

ありましたので、改めてこの点についても検討いただきたいと思っております。 

３点目は、これも荻本委員からあった点でもありますが、系統について、いかに効率

的・効果的に使っていくかという議論をしているんですが、やはり系統にどのように再生

可能エネルギーを統合していくかという観点から、この分野の研究をどう進めていくかと

いうのは非常に大事な点だというふうに思っております。 

今回のご提案は、基本的に発電事業者プラスアルファの観点ですが、研究をどう進める

かという観点からの、つまりこの政策の議論をどう進めるかという観点でもあるわけです

けれども、開示の範囲というものについては、改めてこれもご検討いただけないかという

ふうに思っております。 

先ほどスライドの２のところで、基本的には地域間の連系線のあり方でありますとか、

市場の状況に応じたこうした電源開示、このタイミングではこの形でやるというのが一つ

の現実的なあり方でないかということだと思いますが、今回、提示されたもので果たして

シミュレーションができるかどうか、それから今後、連系線制約の会社、あるいは電力市
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場の変化に伴って、どういう開示、あるいは公開ということが必要なのかということにつ

いて、進捗の検証というのを定期的にお願いしたいと思っております。 

これは、進捗もさることながら、新しい制度変化の中で、どういう情報が必要になるか、

例えばノンファーム型の仕組みを入れたときにどういうものが必要かという、また多分新

しい論点が出てくるというふうに思っていまして、その意味で、今回議論をこの場でした

というのは重要だと思いますが、出発点として、今後の継続の検討のあり方というものに

ついても踏み込んでいただきたいというふうに思っております。 

最後の点ですけれども、これはもう松村先生が冒頭におっしゃった点に尽きますけれど

も、これは今回、再生可能エネルギーの発電事業者が予測可能性を高めて、系統に接続し

ていく際の予測可能性を高くするという観点からの議論であるというふうに思いますけれ

ども、本来、やはり欧州・欧米でできていて、日本でできないところの背景になっている

課題というものをどういうふうに対処するかということを、やっぱりきちんと議論してい

ただきたいというふうに思っております。 

これは松村先生が冒頭におっしゃった点でもありますが、電力市場の統合、透明性、競

争促進の観点から、本来やはりこうした情報は基本的には公開であるというふうに思いま

すので、その観点からここでの議論の目的を超える、しかしながら連携するといいましょ

うか、連続する議論について進めていただきたいというふうに思っております。以上です。 

すみません、もう一つ、申しわけありません、一般負担の上限の見直しについて最後申

し上げます。こちらは基本的に事務局の案に賛成であります。 

もともとの議論を振り返ってみますと、想定される設備稼働率で電源ごとに上限の差を

設けたという暫定的な扱いであったというふうに理解をしておりまして、新規のやはり電

源間の公平性、さらに新しく低炭素型への電力インフラの転換というのを大きな課題とし

て抱えているとすれば、やはりこちらの新規の電源間の公平性を高める、確保するという

点はまず大事な点だと思います。 

もう一つは、再エネの拡大の観点からこれを議論しているわけでありますけれども、幾

つか発電側基本料金前であるという経過措置の点、それから水準について議論ございまし

たけれども、将来的な見直し、つまり実際にやってみた検証も含めて、しかしながら再エ

ネがこの間、新規の電源の中では、ある意味ではこの点、不利益をこうむってきたという

ふうに思っておりますので、そこを是正するという観点から、早急に措置をとっていただ

きながら、将来的な検証、見直しをしていただくという方向でお願いできればと思います。 

以上です。 

○山地委員長 

この後、圓尾委員なんですけど、その後、ちょっと札が立っていまして、監視等委員会

の日置オブザーバー、それから江崎委員、もう一度ご発言をご希望ですね。あと、失礼い

たしました、斎藤オブザーバー。 

じゃ、ここまでということでよろしゅうございますか、大体。もう１件議題がございま
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すのでね。 

じゃ、圓尾委員、お願いします。 

○圓尾委員 

電源に関する情報公開のあり方についてです。前回出したペーパーに書きましたとおり、

日本版コネクト＆マネージを活用して再エネを大量導入する、そのためにファイナンスを

付けるという意味では、開示もしくは公開は不可欠な一方で、議論があったように、既存

の火力発電を持つ方、もしくはこれから火力をつくろうとする方にとっては、現時点にお

いては相対契約への影響などを懸念するのももっともだと思います。今回、４ページに事

務局でまとめていただいた内容は、そのバランスをとった非常にいい内容ではないかと思

います。 

その上で、大きくは２つぐらい申し上げておきます。１つは、先ほど髙村先生がおっし

ゃったことですけれども、本当に相対契約などに対して影響が出てきているのかを、今後

きちんと確認していかなきゃいけないと思います。もちろん、現時点でも得られる情報は

たくさんあって、この発電所がどのぐらいのコストだとか、外部的にも分析できることっ

ていっぱいあるわけです。 

ですから、開示してみたけれども、まあ大体みんな思っていた通りだったねというレベ

ルで済むことだって十分あり得ると思います。今回決めたこの開示によって、どのぐらい

その相対契約への影響が本当に出てきているのか、随時確認していく必要があるだろうと

いうのが１つ。 

それからもう一つは、この開示を、目的を絞り、接続しようという発電事業者に限定す

るという部分です。八代オブザーバーからここの内容が大事だとか、各委員からもご発言

がありましたけれども、基本的な考え方としては、余りここのハードルを高くせずに、つ

まり、せっかくコネクト＆マネージというものをつくるのですから、なるべくこれを多く

の事業者さんに活用してもらうという観点では、まずは検討してもらわなきゃいけないの

で、いろんな可能性を検討して、金融機関とこれでファイナンスが付くかも議論をし、幅

広く検討していただくためには、余りこの限定をハードル高くせず、ただ一方で目的外利

用をしていないかどうかというようなチェックとか、もしそういう悪意を持って目的外利

用した場合のペナルティーとか、こちらのほうを厳しくしていく発想で制度をつくってい

くべきと思います。 

その観点では、このペーパーを見ると、例えばペナルティーに関しては、ＮＤＡの中で

書くというたてつけになっていると思いますが、これは大きく言えば電事法のような法律

とか、省令といった制度で違反した人を取り締まるのではなく、ＮＤＡの中で処理すると

いうことなのか？というのを確認したいのと、それから、目的外利用しているかどうか等

に関しては、どういうようなチェックの仕方を考えていらっしゃるのかを、今時点で何か

事務局のほうで考えていらっしゃることがあれば教えていただきたいのが２点目です。 

それから、蛇足ではありますが、２ページ目のところで、松村先生が、事務局のペーパ
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ーのこの書き方が正しいとおっしゃった、支配的事業者でなければ、経済合理性に従えば

限界費用でそもそも取引されるでしょという部分に関して、私も賛同します。 

繰り返しませんが、つけ加えておきますと、この制度をつくり開示することになるから、

現在、限界費用ベースで卸市場に玉出ししている部分を減らすとか、やめるとかというこ

とがないようにお願いします。 

以上です。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

それでは、監視等委員会、日置さん、お願いします。 

○日置オブザーバー 

ありがとうございます。複数の委員、オブザーバーの方からも同様のコメントあったか

とは思いますが、監視等委員会の事務局として改めてコメントさせていただければと思い

ます。 

昨日、監視等委員会のもとに設置されております送配電のワーキンググループにおきま

して、託送費用の一部を発電側に求めていく、そういった内容の中間取りまとめ案につい

てご審議いただきまして、本日中にもパブリックコメントをということで、広く国民の皆

様からの意見を募りたいと思っているところでございます。 

その取りまとめ案におきまして、この発電側基本料金の導入の時期、こちらも事務局の

資料にもございましたが、2020 年以降できるだけ早い時期を目指してという形で現時点で

は盛り込ませていただいております。それを前提としながら、今後、その方向を目指して、

議論、検討を進めていきたいとそのように考えている次第でございます。 

一方で、今回の一般負担の上限見直しの話、この適用の時期に関して、本日いろいろご

議論あったと思うんですが、中長期的に見ればこれが多少前後するということもあるかも

しれません。 

他方、やはりここで強調しておきたいのは、この議論が発電側基本料金の導入とセット

での対応であるという点は、我々としてもそのように理解しておりますし、その点は強調

しておきたいと。仮にそのようなセットじゃないということが生じれば、そもそもの目的

である発電とネットワークコスト全体として抑制としていく、この目的そのものに達する

ことができないのみならず、需要家への託送料金の負担者との関係でもゆがみが生じると

いうことだと思っていますのでと考えております。 

以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では、江崎委員。 

○江崎委員 

簡単に、データの開示の問題は大事だということは皆さん大体見てきましたが、その中
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で、ルールあるいは情報の管理をやりなさいということが出てきて、統一化されたものが

必要ですということがより言われる場合が多いですが、その点に関して、圓尾委員のほう

から言われたことはとても重要で、実は内閣府の Society 5.0 のデータ連携でも出てきま

したけれども、それを待っているということをやると、経験も全く積まれないし、進まな

いということになるので、ある程度のもちろん準備すべきものというのは委員の中からご

ざいましたけれども、それがそろわないとやらないという言いわけをする方がたくさんい

らっしゃるということが非常に多いんで、それを多分しっかりと見張る、ＡＤＲみたいな

ことがちゃんとあって、どこかに申し出ると、無理やり断る理由をつくる方は結構この手

の場合、多いんですよね。 

整えていないので、それが整うまで待ちましょうという方向ではないということを基本

方針として持つということを、多分、圓尾委員もおっしゃったということと思いますが、

それをしっかりと方針として持つことがとても、進めるときに重要になるというふうに考

えます。 

○山地委員長 

では風力発電協会、斎藤オブザーバー、お願いします。 

○斎藤オブザーバー 

ありがとうございます。風力発電協会のほうから１点だけコメントを申し述べます。 

一般負担の上限の見直しという点でございますけれども、風力発電協会としまして、こ

れまでいろんな場で、この発電事業者の課金、ＦＩＴ電源というのは転嫁できませんので

当然コスト増となるわけですけれども、それが今後の制度の中で必要な施策であるとすれ

ば、この一般負担の見直しということをお願いしてきたと。これはずっと一貫してお願い

してきたわけですけれども、それについて、今回、事務局のほうから、全電源一律という

ご提案をいただいて非常に高く評価させていただくところでございます。 

一方、この一般上限額の見直しという点で、これは逆に言うと、現在の風力にかかわる

負担よりもさらに負担が大きくなるような、仮にそういう見直しであるとしますと、現在、

進められております北東北の募プロ等々においても、売電単価は下がる、発電課金でコス

トは上がる、なおかつ系統の負担もふえる、三重苦になるとできる事業もなかなか実現で

きなくなるということでございますので、一般負担の上限につきましては、ぜひ適正なと

ころで見直しを図っていただきたいということをぜひお願いしたいというふうに思います。 

以上です。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

それでは、一部、質問的なところもありました。事務局のほうから、この場で対応でき

るところがありましたらお願いします。 

○曳野電ガ部電力基盤整備課長兼省新部制度審議室長 

 まず、私のほうから、一般負担上限見直しの関係について、ご質問いただいたところを
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中心にお答えさせていただきます。 

まず、上限値の 4.1 万円との関係ですけれども、足下の北東北における募集プロセスに

おける東北電力さんの工事費の見積もり、これは公表されておりますけれども、約 1,300

億円というふうに見積もられております。 

この中で、おおむね 400 万 kW の受け入れは可能ということになりますので、キロワッ

ト当たりの単価にしますと、３万円台、４万円弱ということになります。したがって、上

限に近い水準で多数の事業者の方が今、応募されているということでございます。プロセ

スの数という意味では１件でございますが、その中に非常に多数の方がいらっしゃるとい

うことでございます。 

仮に、今回、事務局提案に基づいて、風力の場合、――風力が８割ぐらいいらっしゃる

ので例としてご説明をしますと、現行の上限２万円が 4.1 万円になった場合は、この増加

する２万円というのは、ＦＩＴの考え方に基づきますと、キロワットアワー当たり１円ぐ

らいの額に相当するというふうに承知をしております。風力の場合、大体キロワット当た

りの１万円が、キロワットアワーに換算しますと 0.5 円ぐらいに相当します。これは電源

によって変わってまいりますので、あくまでも風力の場合でございます。 

このケースで、仮に一般負担の上限の見直しが適用された場合には、これも公表されて

おりますけれども、安い順から順番にその方々の負担額の一つの見積もりというものを見

てまいりますと、350 万 kW 入ったときに、その 350 万 kW 目の方の負担が、東北電力さん

の試算によれば、キロワット当たりおおむね 6.1 万円というふうに試算をされております。

6.1 万円というのは、これは一般負担の上限、約２万円を超えている額と、電源線、それ

からハブ変電所等々の負担を合わせた額ということになります。 

6.1 万円から２万円を差し引くと、4.1 万円ということになります。これが上限の負担

額になりますので、そのケースで言いますと、350 万 kW 目の人は、仮にその方が風力だっ

た場合にはおおむね 50％の特定負担、50％の一般負担ということになります。それ以下の

方々は、むしろ一般負担の額のほうが多くなるということになります。 

これはあくまでも一つの見積もりでございますけれども、イメージとしてどういう額だ

ということで申し上げれば、足下の案件においてはそのような数字がございます。 

その上で、一般負担の「上限」との関係で申し上げれば、現に足下でも私どもが実際に

いろいろな方とお話をしていると、相当離れた離島であるとか、遠隔地からも送電線を引

けというご意見、それを全部、ドイツと同じように電力会社が負担して引くことでいいじ

ゃないかというお話も多数いただいております。例えばキロワット当たりでは、10 万円、

50 万円、100 万円というような案件もございますので、それを全て電力会社が持つという

のは、これは最終的に電力会社の負担ではなく、送電料金を負担する国民の問題になりま

すので、したがって上限は必要だと思っております。現にそういうお声を頂戴するもので

すから、そういうものは、国民負担の最小化との関係からは、避けるべきではないかとい

うこととあわせて今回ご提案をさせていただいているところでございます。 
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その際に、小野委員からご指摘のあったような、発電側基本料金に対して何らか調整措

置を入れるのかどうかという論点については、これは調達価格等算定委員会の議論のとこ

ろになってくるのではないかと承知をしております。 

それから、岩船委員からのご指摘のあった送配電側の事情によらず、という論点につい

ては、私の説明が非常に拙かったというふうに思いますが、20 ページの話は、仮に例えば

発電側基本料金が 2022 年に導入されたといったときに、2021 年に運転開始した案件につ

いては新たな上限を適用しないということではなくて、2021 年に運転開始しても大丈夫で

すよということでございます。 

あくまでも、少し運転開始が早くなったとしても、今から募集プロセス入っていれば新

ルールが適用されますよということでありまして、あくまでも、セットで導入しますとい

うところです。逆にいえば、いずれか単独の議論は全く想定はしていないということでご

ざいます。 

それから、長山委員からご指摘いただいた話でいうと、数字のイメージというのは先ほ

ど申し上げたとおりなんですけれども、個別にどこまで見るかということについては、も

ちろんエネ庁なり広域機関でそれだけのリソースがあれば、そういうことも積極的にやっ

ていきたいという思いはありますけれども、基本的には今の政府としての考え方は、こう

いう系統全体に係る制度については、全電源を一律のルールにした上で、例えば、ご指摘

のあった地熱については、ＪＯＧＭＥＣによる試掘に関する予算措置などで積極的に支援

しております。これは個別にどのような支援を行うかについては、国会の審議を経た上で

予算に基づきやっているということで、統一ルールプラス予算措置といった形での深掘り

というアプローチをしているところでございます。 

輸入バイオマスと国内バイオマスについては、一般論としてさまざまなご意見があると

承知をしておりますけれども、例にして申し上げれば、カナダのオンタリオ州の太陽光パ

ネルについて、国内産品を使用しなさいといったローカルコンテント規制について、2010

年に日本はＥＵ とＷＴＯに訴え、ＧＡＴＴ協定に違反するということで勝訴しておりま

すので、そういうＷＴＯの協定に違反しないような形で、実際問題としてエネルギー政策

上、意味のある電源を入れるというご提案をぜひ我々としてもいただきたいですし、また

考えていきたいというふうに思っております。 

以上でございます。 

○山崎新エネルギー課長 

 前半の情報公開開示の点について、私のほうからお答えをしたいと思います。 

まず、松村委員に一番冒頭に確認だということでいただいた点、さらには、あわせて髙

村委員からもその点についてご言及がありました。要は、ここに書かれている目的であれ

ば開示なんだけれども、そうでないものについては議論することはあり得べし、公開につ

いてもということについては、事務局案としてはそのつもり、そういう前提で書いている

ということを改めて申し上げたいと思います。 
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それに関連しまして、新川委員からヨーロッパの例との関係、これはむしろ競争阻害的

になるのではないかと。発電情報が出ることによって、相対契約の価格に影響するといっ

たようなものというよりは、むしろカルテルとか、そういった高どまりを招くのではない

か、競争制限性はないのかという、こういうご指摘をいただきました。 

我々が調査をしたところによりますと、ヨーロッパのＥＵ指令の下位規程におきまして、

向こうは公開でございますが、公開については２つの目的があると。１つは、まさにマー

ケットのインテグレーション、統合を進め、その透明性を高めるため、もう一つは再エネ

の導入を促進するためと、この２つの目的からこの情報の公開といった、発電の情報公開

というのを行っているということが明示されております。 

その観点からすると、まさに新川委員がご指摘になった競争制限性はないのかというこ

とにつきましては、先方の競争当局とエネルギー当局の間でしっかりと整理がされていて、

この発電情報が公開されても、競争制限的なものになるものではなく、こういった政策目

的を実現するに必要なものだという整理がなされているというふうに我々解釈してござい

ます。これが２点目でございます。 

３点目でございますが、新川委員から、どのような頻度での開示請求が認められるのか

というご指摘ありました。さらに岩船委員からも、事業の確度、どのような事業の確度の

人が開示を請求できるのか。さらには圓尾委員から、目的外使用のペナルティーといった

ものは、制度でやるのか、ＮＤＡでやるのかといったような話。さらにはそれに関連して

佐藤オブザーバーから、まさに開示した先から流れてしまって、発電投資がストップして

いるような懸念はないのかといったようなこと、すなわち具体的なルールというもので詰

めなきゃいけない論点というのが、本日も委員からご指摘をいただきまして、幾つか我々

としても認識したところでございますので、可能な限り次回までにそういった論点につい

て再度整理をさせていただきまして、またご議論、提示をさせていただければと考えてご

ざいます。 

以上でございます。 

○山地委員長 

どうもありがとうございました。 

事務局からは、以上でよろしいですか。 

大変熱心にご議論いただいて、事務局からも非常に丁寧な対応をしていただいたと思い

ます。進行役としては、今までもやっていますように、きょうの今の議論を多少取りまと

めて、今後の具体的なアクションにつなげたいと思っております。 

議論のフレームがかなり大事となります。きょう２つ論点を議論していただいたんです

けど、まず電源に関する情報の公開あるいは開示。開示の方向で、今、提案があったわけ

ですけど、これの前提は、目的は何かということですよね。 

これに関しては、系統混雑による出力制御の予見性、シミュレーションのためというこ

とをうたっているわけで、そのフレームの中で議論していたわけで、おおむね電源に関す
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る情報の取り扱いについては、したがってその目的に照らして系統に接続しようとする電

気事業者、その確度はどうかというのは今後精査していくということでございましたけど、

それに対して利用目的を限定して開示するということで提案があって、多くは賛同する方

が多かったんではないかというふうに思います。 

もちろん開示対象とか、あるいは開示の範囲とか、仕方とか、そういう具体論について

は、今後、事務局がまた次回までに詰めると言っていますから、そういうふうにしていた

だきたいと思います。 

したがって、そういう具体案が事務局から出てくるという条件のもとで、事務局案でま

ず進めて、それからその競争上の影響に関してもいろいろコメントございましたけど、そ

れを評価しながら、開示の対象者ということについても、もう少し具体的に絞っていくと。

それで、それを検証していくということで、事務局案で進めていくということで、ほぼ皆

さんの意見が、その部分では大くくりにくくれるんではないかというこういうふうに思い

ます。したがって事務局とそれから広域機関ですね、必要な準備を速やかに進めていただ

きたいと思います。 

それから２番目の一般負担上限見直しですよね。これもここだけ取り上げるとなかなか

議論しにくいんですけど、もちろんきょう議論あったように、託送料金の電源側基本料金

負担、キロワット当たり均一負担というのとセットなわけです。 

それからもう一つは、一般負担の上限ばかり議論しているけれども、実は特定負担は厳

然として残るわけ、電源線の特定負担とかね。そういうものも含めた上で、この一般負担

上限見直しということだと思います。 

それで、これ自体を、キロワット当たり一律の上限額設定に関しては、皆さん合意だと

思うんですけれども、額についてはきょうもいろんな議論ございました。これは広域機関

の評議員会でも議論があって、よく覚えているんですけれども、平均の 1.1 万円と、それ

から実績最高額の 4.1 万円ですよね。私はこの中で、しかも平均＋３σとあるんだけど、

σはなかなか難しいと思うんです。例えば、マイナスの範囲にあるところまでとっていい

のかという疑問がある。 

ただ、私はやっぱり実績の上限額というのはかなり重要な根拠だと思う。それから承諾

の限界という話がありましたよね。そこの部分の範囲の中に入っているというところも割

と重要なところだと思って、ここはなかなか決着は難しいんだけれども、先ほど曳野課長

から非常に具体的に説明していただいたこともあり、事務局提案 4.1 万円というのでまず

運用してみるということでいかがでございますかね。 

ということの上に、今度、この見直しの適用をいつするのか。これも電源側基本料金と

のタイミングの問題があって、20 年以降速やかにとなっているんだけど、確度はあるのか

と言うけど、先ほども具体的な話がありましたけど、それが適用されたら、そこから毎年、

基本料金を取られていくわけですので、その部分では速やかにやるということでしょうか

ら、まず見直しが決定次第、これに関しては一般負担上限をすぐ施行すると。 
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それから適用される対象については、この施行後に接続契約の申し込みを行った案件と

するという事務局提案でありましたけど、これに対しては大きな異論がなかったように思

います。あと、これもほとんど議論があまり出ませんでしたけど、現状の上限額がこの

4.1 万円よりも高いところがあるんですけど、その電源の取り扱いについても、事務局側

で 20 ページのスライドで丁寧に説明してありますが、それについて特にご異論がなかっ

たように思います。 

したがいまして、広域機関におきまして、この上限額、それから適用時期双方について、

本日の議論を踏まえて、速やかに決定して進めていただきたいというふうに思います。 

ということで、前半の議題、以上でございますが、よろしゅうございますでしょうか。

ありがとうございます。 

それでは、きょうは中間整理（骨子案）というのが出ておりますので、それについて。

冒頭申し上げましたけど、今まで議論してきた内容の確認と、それから具体的なアクショ

ンにどういうふうに展開されているのか、それから改めて全体として漏れがないか、そう

いうことの確認が目的でございます。 

まず、資料の説明をお願いいたします。 

○山崎新エネルギー課長 

 それでは、資料２をごらんいただければと思います。中間整理の骨子案でございます。 

今まで本委員会で４回にわたり、きょうも含めまして５回にわたりましてご議論いただ

き、まとめていただいた方向性の部分を中心に、改めて全体像を整理させていただいてご

ざいます。 

まず、１ページ目でございます。これは前提でございまして、世界において再エネは大

きな変化、価格の低減と導入量の急増というものがある中で、日本においては依然として

国際水準と比較してコストが高い。一方で、国民負担が増大をしている。 

さらには、その立地ポテンシャルとの不一致といったところも含めまして、この電力系

統の制約の問題が顕在化している。つなげない、高い、遅いという３つに代表される制約

が顕在化しているということであります。さらに調整力の確保といったものも問題になっ

ているということ。 

さらには、地元との関係等も含めて、長期安定的な発電に対する懸念といったようなも

のが出ています。発電事業終了後の設備廃棄、こういったものも出ているといったところ

を総合しまして、今後、再エネの大量導入時代、さらには次世代のネットワークのあり方

ということで、本委員会でご議論いただいてまとめてきていただいているということでご

ざいます。 

２ページ目がその全体像になります。従来から常に使わせていただいています４つの箱

を並べかえたものでございますけれども、まず、上に主力電源化ということのために必要

なこと、コストを下げること、事業環境を整備し、長期安定電源化を図ることという枠を

まず用意させていただいてございます。 
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それを支えるものとして、次世代電力ネットワークの構築ということで、系統制約の克

服、これは新・系統利用ルールの創設として、つなげない、高い、遅いということを克服

する方策ということで新たな利用ルールをつくる。 

調整力についても、短期、中長期の観点から両方とも検討していく。こういった枠組み

でご議論をいただいてきたところでございまして、以下、それぞれについての現在までの

結論を整理させていただいてございます。 

まず、３ページ、発電コストの低減でございます。 

全体として、国際水準を目指した徹底的なコストダウンということで、３つ目のポツに

ありますように、入札制の活用による競争促進、さらにはトップランナー方式での価格逓

減、ゲームチェンジャーになり得る技術開発の推進、よりポテンシャルのある大規模な開

発が可能な土地の利用のあり方といったようなものに引き続き取り組んでいく。これはエ

ネ庁、関係省庁で取り組んでいくと、こういうことでございます。 

ちなみに、色分けをしていまして、既に実施済み、継続的に実施済み、さらにもう検討

を始めているというものが青、緑がその中でも具体的なスケジュールが決まっているもの、

赤については、今後、基本的な考え方は決まっているけれども、詳細は議論するというよ

うな項目に分けさせていただいてございます。 

自立化に向けたＦＩＴ制度のあり方については、急速なコストダウンが見込まれる電源

と、地域との共生を図りつつ緩やかに自立に向かう電源、この２つに分けながら、入札制、

さらには電力卸取引市場への直接販売、ダイレクトセリングの手法を組み合わせるなど、

自立化の橋渡しの仕組みを継続的に検討する。法律上は、ＦＩＴ法の抜本見直しは 2020

年度末までに実施するということになっていることも踏まえまして、資源エネルギー庁で

引き続き検討ということかと思ってございます。 

４ページでございます。事業環境整備についてでございます。 

ＦＩＴの発電事業の適正化という観点で、まずＦＩＴの認定の運用の見直しということ

で、太陽光のみに設定をされていました運転開始期限を設定する議論をしていただき、既

に４月１日施行で法令整備済みでございます。 

ＦＩＴ認定後に出力を増加させる場合に価格を変更するということにつきましても、４

月１日施行で法令整備済みでございます。設置場所の権原証明の見直し、これも 2018 年

度申請分より運用開始済みでございます。 

太陽光パネルの廃棄対策、これについては、発電事業者による積み立てを担保するため

の施策について検討を開始すべしだという委員会の取りまとめでございますが、これに基

づきまして、資源エネルギー庁におきまして今年度中をめどに結論を目指すということで

検討を開始してございます。 

一方で、この検討にあわせまして、廃棄費用の積立計画・進捗状況の報告の義務化、公

表、必要に応じた指導改善命令、こういったものについては、2018 年度中の発動を目指し

て現在、準備中でございます。 
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リサイクルについては、環境省と共同で実態把握を行っていくという取りまとめでした

が、環境省、資源エネルギー庁で検討を開始してございます。 

立地制約のある電源の導入促進につきましては、洋上風力発電についての海域利用促進

法案につきまして、今通常国会、３月９日に閣議決定の上、提出をさせていただいてござ

います。環境アセスメントの迅速化等については、引き続き関係省庁と連携ということで

進めるということでございます。 

５ページ目でございます。ＦＩＴから自立した再生可能エネルギーの新たな使い方とい

うことで総論でございますが、ＦＩＴからの自立化を進めていくために投資回収が済んだ

再エネ電源を活用する、さらにはＦＩＴがなくとも新規投資が進むと、こういったＦＩＴ

自立モデルというものをつくっていく必要があるということで、２つの類型に整理をし、

必要な環境整備を進めていくということでご議論いただいてございます。 

自家消費を中心とした需要家側の再エネ活用モデル、売電を中心とした供給側の再エネ

活用モデル、こういったものを中心に、引き続き資源エネルギー庁にて検討をするという

ことでございます。 

その中でも、2019 年以降の住宅用太陽光の買取終了後の扱いにつきましては、まず基本

的な考え方につきまして本委員会でご議論いただきまして、買取期間終了とその後のオプ

ションについて官民一体となって、まだご存じない方もたくさんいらっしゃるということ

で、広報・周知を徹底しということでございます。これにつきましては、本年度から本格

的に実施すべく、資源エネルギー庁及び電力その他関係業界における議論が開始されてご

ざいます。 

一時的に買い手が不在となった場合は、一般送配電事業者が無償で引き受けることを要

請ということで、本委員会で要請をしていただき、一般送配電事業者から了承があったと、

こういうプロセスが行われてございます。 

逆潮流・計量につきましては、ＦＩＴ設備と併設される自家発電設備等についての新た

な計量方法、差分計量を適用して逆潮流を認めるということで、本件は４月１日施行で法

令整備済みでございます。 

これを踏まえまして、一般送配電事業者のほうで、まさに 2019 年 11 月に最初のＦＩＴ

切れ太陽光が出てくるわけですが、それまでになるべく早期に実施に移せるようなシステ

ム等の準備を進めていただくということで考えてございます。 

その他については、まとめていただいたとおりでございます。 

６ページ、系統のところに移ります。 

ちょっと一気通貫ということで、曳野課長にかわりまして私のほうがご説明をさせてい

ただきますが、系統制約の克服ということで、まず総論、全体像でありますが、つなげな

い、高い、遅いという声にしっかりと対応し、系統制約の克服に向けて総合的に対応する

ということで、新・系統利用ルールを創設する。 

総論としましては、個別ケースごとの対応から、ルールに基づく系統の開放へというこ
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とでご議論いただいてございます。さらには海外のベストプラクティスを積極的に導入す

るという、この基本的な考え方に基づきまして種々の検討を行うということでございます。 

まず、日本版コネクト＆マネージ、３つでございます。 

１つ、想定潮流の合理化につきましては、2018 年度から実施に移すということでござい

ましたが、既に 2018 年４月１日から適用済みでございます。 

Ｎ－１電制につきましては、費用負担者と設置者が一致する電源については、技術的な

検討が済み次第、先行適用。具体的には 2018 年度上期末までに先行適用するということ

で、広域機関及び一般送配電事業者のほうで最終的な検討を進めていただくという状況で

ございます。 

このＮ－１電制について、運用と経済（費用負担）を分ける本格運用につきましては、

引き続き、案の１と言っていますが、新規電源の特定負担とする案で詳細設計を進めた上

で運用を開始しまして、その後、必要に応じて見直していくとの基本的方向性で詳細を検

討するということで、広域機関とエネ庁のほうで詰める。 

３つ目のノンファーム型接続について、大きな哲学から詳細運用まで引き続き論点を抽

出し、整理・検討する必要があります。相応の時間がかかると想定されますけれども、可

能な限り早期実施を目指して、スケジュール感を示しつつ検討を進めるということで、エ

ネ庁と広域機関でしっかりと進めていくと。こういうまとめとなっていると認識してござ

います。 

続きまして、経済的出力制限については、実務的な検討が必要であるけれども、導入す

る方向で議論していくということで、実務的な検討を進めていくということでございます。 

さらには、ルール整備を補完する仕組みとしまして、事例集の作成、さらには相談・紛

争処理機能の強化といったようなところについて、エネ庁、委員会、各広域機関で検討を

進めるということでございます。 

７ページをごらんください。本日もご議論いただきましたが、出力制限の予見可能性を

高めるための情報公開・開示ということで、まず基本的な考え方として、今まで送配電事

業者が出していたものについて、送配電事業者が情報を出し、及び広域機関が情報を出し

まして、その情報を使って発電事業者が出力制限のシミュレーションを行っていくという

メカニズムに変えていこうということを確認したところでございます。 

出力制御には大きく分けて２つある。１つが下げ代、需給バランス制約による出力制御

の下げ代不足による出力制御のシミュレーションということで、ここにつきましてはトッ

プランナー水準の地域と取り組みを全国に展開する。 

さらには、情報公開の方法を、地道にと書いていますが、その表現の統一化等しっかり

とやっていく。それを審議会などの場で定期的にレビューするということで、一般送配電

事業者、広域機関のほうで進めていただき、エネ庁の審議会等でちゃんとレビューをして

いくというメカニズムにする。 

さらには、系統混雑による出力制御のシミュレーションということですが、本日もご議
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論いただきましたが、需要に関する情報及び送配電に関する情報、これは 15 万 4,000kW

以上の系統構成と潮流でございますが、公開に向けた準備を始めつつ、まずは必要性の高

いエリア、東北北部エリアにおける電源接続案件募集プロセスに係るものから、速やかに

一般送配電事業者が公開・開示するというところで進めた上で、電源に関する情報の取り

扱いについては本日ご議論いただいたとおりでございます。 

系統アクセス業務の改善については、負担金の分割払いについては、分割払いが認めら

れる基準を明確にするべく、2018年度早期にルール化ができるよう具体的検討を進める。 

さらには、工事の長期化への対応については、一般送配電事業者のほうと事例の拡大で

あったり、人材の確保、暫定連系の活用、こういったものを進めていただくということで

ございます。 

系統容量の開放については、前回ご議論いただきましたけれども、送配電等業務指針な

どのルールを変えまして、特定の案件については解除できるようにするということでござ

います。 

８ページ目をごらんください。ネットワークコスト改革でございます。 

基本方針といたしまして、再エネの最大限の導入と、きょうもご議論いただきましたけ

れども、発電＋ネットワークの合計で見た再エネ導入コストの最小化という基本方針に基

づきまして、既存ネットワークコストの徹底的なコスト削減、さらには次世代ネットワー

ク投資の確保促進、さらには発電側もコスト最小化を追求するインセンティブ、選択肢の

確保ということで、こういう方向で行こうということで、本委員会で合意をいただいてい

るという理解でございます。 

まず、１番目の既存ネットワークコストの徹底的な削減につきましては、海外のベスト

プラクティスを導入するという基本方針に基づきまして、徹底的なコスト削減を実現する

方策を検討する。 

具体的には、各社の調達改革と仕様の標準化、その他、海外事業者との比較や、ベンチ

マークの設定といったようなことについて検討するということで、エネ庁及び監視等委員

会において検討を進める。 

２つ目の次世代ネットワークの投資の確保の促進につきましては、既存と次世代の切り

分けを行って、それに基づいた託送料金制度のあり方の検討という総論ですが、再エネの

地域偏在性を踏まえて、結果的に再エネに入る地域の電気料金だけが上昇し得るという課

題への対処について、本日も議論いただいたところでございます。 

さらには、自然変動電源の導入を拡大する中、この適切な量の調整力を確保し、費用回

収するための仕組みの構築ということについて、引き続き検討をしていくということでご

ざいます。 

９ページ目でございます。今の項目の続きでございますが、分散型電源等が増加すると、

８：２、３：７問題といったことがより顕在化してくることを踏まえて、託送料金制度と

いうものを見直していくといったことも、この委員会でご議論いただいたところでござい
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ます。 

続きまして、③のところであります。発電側の話ですが、発電側基本料金ということで、

再エネに対しても他の電源と同様、キロワット一律で課金する。一方で、ＦＩＴ買取期間

中の電源については、調整措置について調達価格等算定委員会において議論することとし、

住宅用太陽光については、現状においては発電側基本料金の対象外とする。 

一般負担の上限の見直しについては、本日ご議論いただいたとおりでございます。 

2030年以降までを見据えた次世代電力ネットワークシステムにつきましては、前回ご議

論いただきましたが、引き続きコストの負担についても含めて継続的に検討ということで

ございます。 

10ページ、11ページ目は、今までお示ししているところの総論の図ということで、参考

までにつけさせていただいてございます。 

12ページ目でございます。調整力でございます。 

調整力につきましては、再エネ・火力の調整力向上ということで、まず全体的に、将来

的には技術ニュートラルなグリッドコードを実現していくことが望ましいということで、

合意・認識共有されているという認識の中で、まず風力についてはスピード感を持って、

１～２年程度でルール化をし、2021年度以降順次導入するというスピード感で進めていく。 

火力・バイオマス発電についての、いわゆる電源Ⅲと言われている調整における柔軟性

を確保するための最低出力や出力変化速度などの要件の見直しということで、現在、九

州・四国電力管内で行われているものにつきまして、全国大でやるべく検討を進めるとい

うことで、一般送配電事業者と発電事業者のほうでやっていただくと。 

太陽光のグリッドコード、ほかの電源についてのグリッドコードについても引き続き検

討するということでございます。 

エリアを越えて柔軟な調整力を活用するということについては、連系線の活用というこ

とでご議論をいただきました。連系線にあらかじめ一定の枠を設けることの是非も含めて、

引き続き広域機関及びエネ庁において詳細検討という方向を、まず提示していただいてご

ざいます。 

ＦＩＴインバランス特例の見直しにつきましても、再エネに起因するこのインバランス

を減らすべく、計画策定を実需給断面に近づけることも含めまして、一般送配電事業者、

発電事業者、小売事業者間の適切な役割分担というものを引き続き検討していくというこ

とで、これにつきましては別の委員会において、今、主体的にやってございますが、そう

いったところでの検討を本委員会においてもチェックしていくということでございます。 

新たな調整力の活用として、上げＤＲの制度整備をしっかりと進めていく。さらには、

調整力のカーボン・フリー化ということで、特に水素といったようなところについては、

中長期の視点を踏まえまして、ユースケースやビジネスモデルの特定など継続的な議論を

やっていくということでございます。 

最後、13 ページ目でございます。こういった横割り課題といいますか、そういった課題
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と、縦割りの各電源における課題というのもこの委員会でご議論いただいてございます。

全て載せ切れていませんが、ポイントだけ載せてございます。 

太陽光発電につきましては、小規模で自家消費蓄電池を利用して需要地近接の地産地消

電源として活用するケースと、大規模でコスト競争力が高いケースにしっかりと二分化を

した上で今後進めていくということではないかと。 

それに伴いまして、小規模太陽光については、太陽光発電協会で検討中の評価ガイドの

活用をしながら、メンテナンスの適正化、セカンダリー取引の環境整備みたいなものを行

っていくといったような政策が一例として考えられる。 

風力発電については、コスト競争力が特に高い大型電源として市場売電で活用するとい

う観点から、洋上風力を促進し、かつ技術開発といったようなものを進めていく。この２

つが急速なコストダウンが見込まれる電源としてくくられるのではないか。 

残りの３つは、地域との共生を図りつつ、緩やかに自立化に向かう電源ということで、

地熱については、国立・国定公園でのポテンシャル調査といったものを実施しながら、新

規開発を推進していく。さらには地熱資源の探査向上、精度の向上といったようなものの

技術開発も推進していくというような例があり得る。 

中小水力については、新規地点開拓のための流量の立地調査、地元理解の促進の政策的

支援といったものが考えられる。 

バイオマスにつきましては、安定調達や持続可能性を確認するための認定基準による厳

格な確認を通じた持続可能性の確認といったものを､2018 年度申請分から運用開始済みで

ございますが、いずれにしてもマテリアル利用も含めた地域内エコシステムの構築といっ

たような観点も含めて、地域の農林業と合わせた形での総合的な推進といったものが必要

ではないかといった方向でご議論いただいているところでございます。 

以上、現在までご議論いただいたところを中間整理の骨子案としてまとめさせていただ

きました。 

以上です。 

○山地委員長 

どうもありがとうございました。 

毎回、３時間、あるいは時々３時間を超える熱心な議論をしていただいて、非常に項目

が多いというのが改めておわかりになったかと思います。 

それでは、今から質問を含めまして議論を始めたいと思います。今まで同様、発言ご希

望者はネームプレートを立てていただければと思います。 

じゃ、荻本委員からどうぞ。 

○荻本委員 

ありがとうございます。順番にまいります。コネクト＆マネージのところのＮ－１電制

についてですけれども、Ｎ－１電制というのは本来保護の考え方です。これを常用で使っ

ていいのかということには若干検討の余地があるかなと。問題は、いつも動かないので、
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ちゃんと動くかどうかなかなかわからないという特性もあると思います。 

もしかすると、今、送配電事業者さんが、自分が設置したものは信用できるんだけれど

も、分散リソースのほうはなかなか信用できないというような一つの背景がある可能性も

あります。Ｎ－１電制が技術的によくないということはないんですけれども、こういう事

情も考えていただいて、どういう適用をするかというのは慎重に考慮していただきたいと

いうふうに思います。 

それを適用する場合ですけれども、実際に１カ所当たり、コ側にかなりの数千万円オー

ダーの費用がかかります。これが本当にワークしていくのか、社会コストミニマムになっ

ているのかということは、毎年ぐらいしっかりチェックをして導入をしていただきたいと

いうふうにお願いしたいと思います。 

ノンファーム接続です。ノンファーム接続は、随分時間がかかるぞという感じの表記に

なっていまして、いつになったらできるのか全くわからない記述でございます。このノン

ファーム接続は海外の実施状況から見て、要件を早期に固めればシステムに時間がかかる

ということは余り理由にはならない。システム開発を下手にすれば、下手なことをやれば

幾らでも時間はかかるんですが、だから時間がかかるということにはならないと思います。 

そうしますと残るところは合意形成、それが既存電源側、または新たに入る側、または

出力抑制をすれば収入が減るんじゃないかと思っている人たちの主張があるということは

想像できます。できるんですけれども、我々、再生可能エネルギーを、３＋Ｓということ

で、社会コストミニマムで入れていくということを考えたときには、早期に実現しないと

いけない重要なテーマであると思います。 

ということで、ノンファーム接続については、全くいつできるかわからない資料の状態

になってはいますけれども、条件がそろわないのでこれが実施できないということではな

くて、これを実現するためにはどういう施策、または条件を整備するのがいいかというほ

うの期限を切った検討ができないかというふうに考えます。 

ネットワークコスト改革のことが、縷々書いてあります。実際はネットワークの確保・

促進というところは、再エネはたくさん書いてあります。ただ、日本にとって今、非常に

重要なのは、電化を含めたエネルギーの需要全体をどう変えられるかということですので、

再エネ導入とは書いてありましたけれども、ここはネットワークとも書いてあるので、

「再エネだけのためのネットワークではない」という視点もぜひ入れていただきたい。 

同じ意味で揚水の設備維持というのが書いてございますが、火力をどう維持するのかと

いうことにも触れていただきたい。究極的に重要なのは技術ニュートラルであると。あな

たはこう、あなたはこうとするんではなくて、皆さん全ての技術が平場にいるので、一番

安くリライアブルな技術に、お仕事が来るという(技術ニュートラルな)思想を透徹してい

ただきたいと思います。 

それから、ＯＣＣＴＯについてなんですが、これ見ると、ＯＣＣＴＯにお願いしますと

いうのが結構書いてあります。私、ＯＣＣＴＯの委員もやらせていただいているんですけ
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れども、何となくＯＣＣＴＯに専門家がたくさんいるので、何くれとなくＯＣＣＴＯに来

てしまうような気が私はしております。本当でないかもしれませんが。 

ＯＣＣＴＯは、ＯＣＣＴＯにしかできない極めて重要なミッションがあります。それは、

技術、運用の技術とか、現在の技術、将来の技術を見て、将来を描くということは恐らく

今の体制ではＯＣＣＴＯしかできない。なので、ＯＣＣＴＯがそういうことをできるとい

う条件はぜひ確保しながら、必要なことをお願いするというふうに考えていただきたいと

いうふうに思います。 

それから調整力です。調整力は、電源ニュートラルという表現が書いてあったりするん

ですけれども、先ほど申し上げたように需要を入れた「技術ニュートラル」でないといけ

ない。それを実現するために、もう既に出ておりますグリッドコードという話があります

が、これはまさに産業を育てていくものです。ですから、先ほどのＯＣＣＴＯがそういう

グリッドコードを早期に固めていくという中で、よい流れをつくっていくというふうに考

えられないかなというふうに希望いたします。 

ＦＩＴインバランス特例のところですが、もう恐らく中に入っていると思うんですが、

世界で最も安く頻繁に行われているのは、「運用をリアルタイムに近づける」ことに尽き

ます。まずこれが重要なんだということを、ぜひまとめの段階では明記をしていただけな

いかというふうに思います。 

それから、調整力のカーボン・フリー化です。これが遠い将来のことというふうに、さ

っき中長期とおっしゃったので、それに関しては異論はありません。蓄電池であれば、も

っと近い段階で適用できるかもしれないということもオーケーです。なんですけれども、

この記述が、短期、中期または長期としても今現在、最も追加費用が小さくて利用できる

可能性の高い火力電源を排除するということになったとすれば、やはりこの社会コストミ

ニマムな電力需給の実現を阻害するという可能性がございます。 

前々回に紹介したＩＥＡの文書、またはエネルギー・資源学会の中で発表したりしてい

るんですけれども、将来、非常に貯蔵時間、量が多い調整力が必要になるということも起

こってまいります。どの技術がどこを分担するのが、いつの時点でどのくらい適切なのか

ということはかなり複雑な状況にありますので、調整力はカーボン・フリー化なので、

何々は入って、何々は入らないということにならないような資料のつくりをお願いできれ

ばなと思います。 

将来像として、自家消費、地産地消という言葉が出てまいります。私はこれは「結果と

して」は全然問題ないと。それは例えば先に申し上げたように配電線を切って、非常に遠

隔地にある山小屋とか、西部劇のようなおうちは自立するというのは、もうオプションと

し海外でも実施されている。ただそれは目的ではなくて、「結果として選択された」もの

だということで、ここで出ておりますようにネットワークというのがまず基本にあって、

なぜ基本かというと、恐らくそれがリライアブルで安いからだと。そうでないときに、こ

こに出てくるような自家消費または地産地消が出てくるというようなまとめ方になったら
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よいかなと思います。 

最後に、大量導入を持続的に進めるというためには、当然、足元の需要がたくさんある

ということは、理解はさせていただいているつもりです。なんですけれども、今からこれ

を具体的に進めようとすれば、やはり「社会全体によいことをした、または社会全体のコ

ストの低減に貢献した人が、またはその会社・機関が報われる」制度をつくっていかない

といけない、その観点。もう一つは、将来を見据えた制度というのは製造業をも育てる、

全てを育ててくれるという観点を共通に持って進めていただきたいなと思います。 

以上です 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

この後、小野委員ですけれども、その後はオブザーバーのエネットの武田さん、それか

ら長山委員、岩船委員、江崎委員、松本委員、こういう順番で考えておりますのでよろし

くお願いします。 

では小野委員、お願いします。 

○小野委員 

ありがとうございます。まず、再エネの主力電源化に向けてということでございます。

再エネは 2030 年度時点で電源構成の２割を超えるということが目標となっているわけで、

まさに今後、主力電源としての役割を期待されていると考えます。主力電源となる以上は、

当然、現在の主力である火力などと同様に、責任ある電力の供給を行っていかなければな

らないと思います。 

そのために、まずは供給力としてきちんとカウントできる自立した電源になることが重

要であろうかと思います。火力等に遜色のないグリッドコードへの適合、あるいは事前に

みずから定めた発電計画に沿った発電が行えるようになる必要があると思います。また、

経済的な面でも、政策補助なしで自立できる電源になる必要があります。ＦＩＴをはじめ

とした補助金漬けでは、主力を名乗ることはできないと思います。 

最近、よく「再エネが安くなった」とか、「グリッドパリティーだ」という声を聞くん

ですけれども、本日の資料にも記載があるとおり、自然変動の再エネを主力化していくた

めには、蓄電池や水素といった変動吸収技術の導入が不可避であります。こういったコス

トまで含めて既存の電源に肩を並べられるようになって初めて、経済的自立を達成できた

と言えるのではないかと思います。 

それから発電コストの低減でございます。３ページに再エネ自立化に向けたＦＩＴ制度

のあり方について記載がございます。以前も申し上げましたように、2030 年度のエネルギ

ーミックスにおいて、ＦＩＴの買取費用の総額は 3.7 兆から４兆円と規定されてございま

す。一方で、ＦＩＴ制度上は、この買取総額の上限については明確な規定がございません。

2020 年度までに実施されるＦＩＴ法の抜本見直しにおいては、エネルギーミックスの想定

と、整合的な買取費用総額を設定していただけるようにお願いしたいと思います。 
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以上です。 

○山地委員長 

それでは武田さん、お願いします。 

○武田オブザーバー 

ありがとうございます。中間整理の骨子を取りまとめていただきありがとうございまし

た。資料に記載されているとおり、再エネを今後、我が国の主要電源とするというために

は、再エネの導入コストを最小化するということと、それから再エネの大量導入を実現す

るには、次世代の電力ネットワークへの転換を進めるということが重要な課題であると認

識しています。 

その中で、11 ページに、コスト改革に係る３つの基本方針ということで、再エネの導入

コストの低減に対することが示されていますが、これに関してコメントをさせていただき

ます。11 ページの図では、ネットワークコストの増分を再エネの導入発電コストを低減す

ることによってリカバリーし、それから全体的に低減できると、こういうイメージ図が示

されているわけですが、これは非常に重要なアプローチと考えています。 

ただ、この図のように、現在から将来に向けてということで、将来が一体いつごろなの

だろうかとか、あるいはどういう施策によってこういうコスト低減を実現するのかという

ことに対して、蓋然性の高い算定根拠によってしっかりと評価していただきたいと思いま

す。 

また、このグラフに示されているような実現に向けてどんな項目を考えられるのか。あ

るいはその実現スケジュールはどうなのか。あるいはそれに伴っての再エネコストは一体、

年々どう変化して、さらに一番重要なのは、それに伴って国民の負担がどのように推移し

ていくのかということだと思います。 

こういうことを明らかにすることによって、再エネ導入による費用の負担増加の懸念が

払拭されますし、再エネを主力電源にしようという国民の総意も生まれてくるのではない

かと思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

以上です。 

○山地委員長 

それでは長山委員、お願いします。 

○長山委員 

ありがとうございます。抜けている点を２点、蓄電池が、前回はかなり出ていたと思う

んですけど、今回は 12 ページの一番下に１カ所しか出ていないです。蓄電池に関しては、

2018 年、ことしの２月 15 日に米国のＦＥＲＣ、連邦規制庁がオーダー841 というのを出

しまして、これは、全米の各ＲＴＯとＩＳＯ、全米の４分の３のエリアをカバーするんで

すけれども、蓄電池だけではなくて、フライホイールとか、ＣＡＥＳとか、揚水も含めま

して、卸市場に参加する際の参加モデルの策定と料金の見直しを、今後９カ月以内に提示

するように指令を出したというようなことがありまして、こういった蓄電池をキロワット



39 

アワーの市場でより活用するというような動きもありますので、まず、キロワットアワー

で蓄電池を活用するような方向で考えるような政策をしていただきたいと。 

あと、それだけじゃなくて、キロワット価値である容量市場価値とか、デルタキロワッ

トの調整力市場などでも、これらをマネタイズするような仕組みを考えていただけたらな

というふうに思います。 

蓄電池は、キロワットアワーコストで、大体何年後には幾ら下がるという、そういうロ

ードマップだけが出ているんですけれども、コストだけではなくて、充電回数とか、長寿

命とか、例えば寒冷地でも対応できるとか、蓄電池にはいろんな機能がありますので、そ

ういったようなキロワットアワーコストだけではない機能も見て、蓄電池の技術開発の支

援をしていったらいいんではないかというふうに思います。 

あともう一点なんですが、前回、曳野課長から政策の恣意性をなるべくなくすというよ

うなお言葉があったと思うんですけれども、それにはやっぱり市場の活用というか、市場

管理が一番重要であると思っていて、例えば、欧州でも国際連携戦略、前回も申しました

けど、エクスプリシット・オークションからインプリシット・オークションへの動きがあ

ったり、当日市場にオークションの商品を入れるとか、そういったようなことで、なるべ

く市場に任せるということで一番効率のよい運営を目指していくというのがあると思うん

です。 

その意味で、ちょうどことしの 10 月から連系線でインプリシット・オークションが導

入されるということに絡みまして、例えばＴＳＯ地内で、市場分割、マーケットスプリッ

トをするような案も一つはあるんではないかなと。 

ことし、オーストリアとドイツの間が、これまでは一つの市場だったんですが、北ドイ

ツから風力が大量にチェコとかいろんなところを通って南のほうに流れ込むので、市場ス

プリットすることになったんですね。 

市場スプリットをして、エリア間の値差は、例えば、ドイツとオーストリアの間の送電

投資に使われるとか、そういうような動きになると思いますので、例えば、東北電力の中

で、北と南の中で、マーケットスプリットをしておいて、そこで送電混雑があるというこ

とを市場の中で見るというようなことがあれば、送電会社さんも今後それを使って、地内

送電投資をすることができたりということができると思いますので、ＴＳＯ地内での市場

分割というようなことも考えられてはいいんではないかなというふうに思います。 

以上２点でございます。 

○山地委員長 

では岩船委員、お願いします。 

○岩船委員 

ありがとうございます。私は、全体にきれいに整理していただいたと思っておりますが、

２点、全体最適という観点からつけ加えていただければなと思ったところがありました。 

１点は、今のＦＩＴルール上、しょうがないですけれども、優先給電そのもののルール
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の見直しです。今、再エネを優先給電しなくてはいけないことが、需給バランスをとる上

で一つの制約になって、火力等の最適な運用ができない問題が生じる可能性があります。

今後、全体最適を考える場合には、優先給電のルール自体を見直していく必要があるので

はないか。 

それは、ノンファームとか、そういうレベルの話だけではなくて、今後、再エネがきち

んと必要なときに活用されていくということを考えますと、重要な点なのではないかと思

いました。 

あともう一点は、先ほど荻本委員からもありましたが、一番最後の 13 ページの太陽光

発電の小規模のところで、需要地近接の地産地消電源をめざすというような、非常に限定

された書きぶりが気になりました。小規模な電源であろうが、ここに電池があり、かつ例

えばＥＶなども入ってくるということを考えると、そういった小さいものも全てネットワ

ークにつないで運用をしていくべきではないか。 

余りにも、地産地消ですとか、そういったことばかり強調されますと、部分最適な運転

に陥ってしまう可能性もあるわけなので、そこはあくまでネットワークにつながって、全

体最適に寄与するようなオペレーションを目指していくべきではないか。それを誘導する

料金システムなりも検討されていくべきではないかと思いますので、余りこういう限定的

な書き方はされないほうがいいのではないかと思いました。 

以上です。 

○山地委員長 

では江崎委員、お願いします。 

○江崎委員 

全体なので、必ず言ったほうがいいと思うんです。サイバーセキュリティーの話、情報

管理の話について、どこに入れるか難しいんですけど、放っておくとみんなさぼっちゃう

んで、お金がかかるんで、やっぱりしっかりとちゃんとやるということをどこかで書いた

ほうがいいかなというふうに思います。 

それから２番目としては、７ページあたりのところに、きょうの議論の情報の開示・公

開の話が書いてあるわけですけれども、地道にという心は、多分、着実にどんどん進めて

いくということで地道と書いてあると思います。 

１個、変えたほうがいいかなと思うのは、アクセスしやすいとか、利用しやすいという

よりも、これを可能にするというふうにしたほうが多分いいかなと。アクセスすることが

できるようにする、利用することができるようにすると。しやすくするための統一ルール

だったり標準化だったりすると。先ほどご紹介しましたように、統一されたものがなくて

も、ちゃんと利用できるようなところを最優先で進めていって、しやすいように、つまり

コスト削減するために統一化というツールが存在しているというたてつけが多分いいんじ

ゃないかなというふうに思います。 

それから８ページ目のほうのネットワークのコスト改革のところは、目的が、国内のシ
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ステムだけということにちょっと見えるので、やっぱり国際競争力を高めるというところ

が基本のところには出てきたほうが多分いいだろうと思います。 

そうすると、２番目に書いてある海外事業者の調達状況の比較みたいなところというの

は、まさに国内を強くするというのと、海外に出ていくという両方が出てくるので、やっ

ぱりグローバルマーケットを見ることからこういう施策をしていくということになります

し、それに関連をして、ここで書いてある調達の改革というのが非常に有効だというのは、

前回、たしか調達がうまくいっていないので、独自で高いシステムになっているというの

は、コスト削減にとっては非常に大きなパーツを持つと思いますので、ここはしっかりや

ったほうがいいんじゃないかというふうに思います。 

以上です。 

○山地委員長 

次、松本委員なんですが、その後、辰巳委員、髙村委員、それからＪＰＥＡの増川さん、

あと東電の岡本さんというふうに回していきたいと思います。 

松本委員、お願いします。 

○松本委員 

中間整理の骨子案を見まして、日本の再エネを取り巻く状況が大きく変化する中で、課

題を克服するための方策について議論をしてまいりまして、一定の方向性が見えてきたと

思っております。議論の中で合意が得られた論点の幾つかは早速実施されており、スケジ

ュールが決まっているものもございますので、再エネ大量導入に向けた取り組みが前進し

ていることを感じております。 

一方、例えば洋上風力発電事業や新市場の創設、例えば 2020 年度以降の需給調整市場

などでは、取り組みが先行する欧米の外資系企業のビジネスモデルや知見が大変参考にな

り、また、今後日本の新設市場への多くの外資の参入があるのではと思っております。 

日本の企業においても、再エネを活用した新たなビジネスや、先ほど江崎委員もおっし

ゃいましたけれども、国際競争力あるグローバルプレーヤーが生まれるよう、産業政策と

しての事業環境の整備を行っていくことも重要だと思いますので、これをどこかにつけ加

えていただくことを検討いただきたいと思っております。 

例えば、アグリゲーションビジネスやディマンドレスポンスの事業者の育成、また水素

や蓄電池などのエネルギー貯蔵システムの開発、低コスト化、ビジネス展開への支援、ま

た洋上風力のＳＥＰ船の開発を、台湾などＡＳＥＡＮ諸国と共同で行うなど、なかなか民

間企業の努力だけでは難しいことも多々あるかと思いますので、国には戦略的な産業政策

をお願いしたいと思います。 

以上です。 

○山地委員長 

では辰巳委員、お願いします。 

○辰巳委員 
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ありがとうございます。ごく最近なんですけれども、アップル社が全世界で使用する自

社の電力を 100％再エネに切りかえることを達成したというふうなニュースを聞いており

ます。日本も含め世界に 43 カ国のオフィス、直営店、データセンターとか、共同施設も

含めて、使用する全電力が再エネ 100％となったとのことです。さらに今後、自社のサプ

ライヤーにも再エネに切りかえることを要請していくというお話です。 

今回、再エネが大量に導入される方向性については、とてもよくまとめてくださってい

るというふうに思っておりますし、今後の課題も明確にしてくださっているので、これは

このまま進めていただきたいのですけれども、今さっきもちょっと例を申し上げたように、

再エネを限定して使いたい需要家が、個人も含めて今後ますますふえていく傾向にあると

いうふうに思っております。 

大量導入という表現ですから、大量導入と言えども、需要がない市場に供給がふえない

わけですから、再エネが選ばれる電源としての後押しの方策というのが、結果的に今回の

課題の整理等がそういう投資の政策につながるとしても、もう少し需要家にとってこうい

うふうな方向が、再エネでいえばネットワークの話に限定されるのかもしれませんけれど

も、全体的にそういうふうなイメージが欲しいなと私としては思っております。 

特に、私たち個人の需要家にとって難しい課題というのはわかりにくいんですけれども、

どのように私たちが、どこの段階で協力することが大量導入につながるのかという視点も

加わらないかなというふうに少し思ったという次第です。 

これは感想なんですけれども、よろしくお願いいたします。以上です。 

○山地委員長 

では髙村委員、お願いします。 

○髙村委員 

ありがとうございます。今回、省新部さんと電ガ部さんでこういう場をつくってくださ

って議論してきたことが、いわゆる具体的なアクションプランという形でこういう形で整

理をしていただいたんだというふうに思います。 

前々回も申し上げましたけど、特にスライドの６から９のところ、この間、議論、社会

的にも非常に関心を集めていますけれども、系統制約について、やはりこれだけ包括的な

行動計画、課題の提示をして具体的に対処するというものを提示していただいたのは恐ら

く初めてだというふうに思っていまして、その意味でこの点について２つお願いしたいん

ですが、１つ、これ行動計画全体、特に系統制約の部分、スライド６から９ですが、期限

とスケジュール感というのをできるだけ明記をする方向で検討いただけないかと思います。

ノンファームについては荻本委員から既にあった点、１例でございますけれども、これが

１つ。 

もう一つは、先ほどの電源情報についても共通しておりますけれども、ここで挙がって

いる課題がどれぐらい進捗をしているかということをきちんと定期的にモニタリング、検

証すること。そして、新しい制度の今、改革のさなかにあるので、それに伴う新しい課題
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というものを議論するということを継続的に行っていただきたいということでございます。 

もう一つ、全体に関して、個別の問題でもあるんですが、他省庁と一緒に解決をすると

ころが、長年、課題とは挙がりつつ、なかなか進捗がないように思っていまして、１つは

土地利用のところ、それからもう一つはアセスメントが典型的でありますけれども、ここ

のところを少し、先ほどスケジュール感というふうに申し上げましたけれども、この場だ

けではできないことは重々了解していますが、具体的なやはり目標を持って、協力を進め

ていただきたいというふうに思っております。 

個別の点でありますけれども、個別の点の１点はスライドの１、スライドの 11 あたり

にかかわるんですけれども、この場では間違いなく共有されていると思うんですが、なぜ

再エネの大量導入をやろうとしているのかということについて、初見の方、新しく資料を

見る方には説明が必要なような気がいたします。つまり、そうすることの便益なり必要性

というものをやはり書く必要があるのではないかと。 

これはもう既に、例えば江崎委員を初め、先ほどありましたけど、産業政策の観点から

もそうだと思いますし、再エネのコスト低下が世界的に起きている中で、やはり日本のエ

ネルギーコストをどうやって下げていくかという戦略的なアプローチの必要性というのも

あると思いますが、少しそこは前段に書いていただくのがよいのではないかというふうに

思っております。 

個別の点、２点目は、これは辰巳委員のおっしゃった点にかかわるんですが、スライド

の５の事業環境整備の点です。辰巳委員がアップルの話をしていただきましたけれども、

前回の委員会、欠席した際に意見を出させていただきましたが、投資家の企業評価に企業

の再エネ導入というのが大きな評価基準になってきているという点が、再エネ需要、再エ

ネを使いたいという企業をふやしているというふうに思います。 

このことは決して悪いことではなくて、ＦＩＴによらない再エネの導入なり、あるいは

ＦＩＴによらない再エネ投資の契機をつくっていくという意味では、国民負担の観点から

も、欲しいという需要家と供給側をうまくつなげる制度をつくっていただく必要があると

いうふうに思っております。 

19 年以降のＦＩＴ卒業後の太陽光については今回対処したんですが、短期的な課題とし

てぜひお願いをしたいのは、やはり使いたい企業が求めている発電源証明とトラッキング

の仕組みを、早期に対処する課題として入れていただきたいというふうに思っています。

これはスライドの５のところの事業環境整備です。 

これは、東京都が今、2020 年以降の排出量取引制度の検討を始めていますけれども、そ

の中でも非化石証書の利用を含めた検討をしておりますので、その意味でもこの需要とい

うのがさらにやはり大きくなることを想定するという観点で、短期的な課題として挙げて

いただきたいというふうに思っています。 

あと１点ほどでございますが、スライドの７のところです。系統アクセス業務の改善、

ここについて特段異論はここについてはございません。１つは追加的に、恐らくここが一
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番入りやすいかと思って申し上げますけれども、北海道の系統側蓄電池の負担金ですとか、

工事期間、容量開放についてもここは同じような論点が重なるように思っておりまして、

その点についてもうまくこの中に含めていただければというふうに思います。 

以上です。 

○山地委員長 

あと立っているのはオブザーバーの方ですが、まずＪＰＥＡの増川さん、それから岡本

さん、小水力の春増さんと、今、立ちました地熱の後藤さん、この順番で回したいと思い

ます。 

増川さん、よろしくお願いします。 

○増川オブザーバー 

ありがとうございます。私のほうからコメント、少し決意表明的なこともお話しさせて

いただければと思います。 

まず１点目ですけれども、ページでいいますと３ページ、発電コストの低減というとこ

ろで、先ほどの、今、荻本先生がいらっしゃらないですけれども、ちょっと誤解されてい

るんだと思うんですけど、以前、太陽光は陸上風力よりも買取価格が高かったんですけれ

ども、今年度から 18 円ということで、相当、買取価格が安くなっております。我々はこ

れで十分とは全く思っておりませんで、自立した電源を目指すことは当然ということで、

それを目指して頑張りたいと思います。 

ただ１点、やはりコスト低減のためには一定の市場規模がないとなかなか難しいという

面もございますので、市場規模のある程度の維持というのをいろいろ考慮いただければと。

特にやっぱりここで重要になるのが系統制約の克服ということになろうかと思います。こ

れが１点目でございます。 

続きまして、これは５ページ目でございますけれども、事業環境の整備というところで

ございまして、自立化を目指すために、特にＦＩＴ期間が終了した再エネ電源を活用する

ビジネスモデルの確立、まさにそのとおりと思います。 

この表の下のほうにございますとおり、住宅用の太陽光発電については、2019 年 11 月

からＦＩＴの買取期間が終了することになり、電源がたくさん出てくるわけですけれども、

これは太陽光発電がいよいよ自立した電源として、広く国民の皆様に便益を提供できるよ

うになると、これは我々としても大変めでたいことだというふうに思っております。ただ、

恐らくこれだけ大量の電源がＦＩＴを卒業して市場に出てくるというのは、世界でも初め

てだということになると思いますので、しっかりした対応が一方で必要になろうかという

ふうに考えております。 

これは、もちろん住宅用に限った話ではないんですけれども、買取期間が終了する電源

にとって本当に大事なのは、買い取りが終了したからといって発電をやめないで、長期間

ちゃんと稼働するということになるかと。 

その１番目は、もちろんエネルギーの安定供給ということで、発電を継続しなきゃいけ
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ないというのが１つ目。２つ目は、まさに賦課金を発生させない、自立した電源として便

益を最大化するためには、長期安定稼働はもちろん必要となるということになるわけです

けれども、こういった理由で、ぜひＦＩＴ買取期間終了後の長期安定稼働を促すような環

境整備をお願いしたいというふうに思っております。 

例えば、具体的な話といたしましては、買取期間が終わった余剰電力の買い取りにつき

ましては、小売事業者、それからアグリゲーターとか競って買い取るような、そういう競

争環境をぜひ整備していただきたい。そうすることで少しでも高く買い取ってもらえるよ

うな市場にしていただきたいというのが一つ。そのためには、例えば小売事業におけます

スイッチング支援のようなシステムというのが、もしかしたら必要になるかもしれません。 

それからもう一つは、その買取期間終了後の余剰電力の環境価値をいかに生かすかとい

うのが重要になろうかと思います。これにつきましては、我々の理解は、非化石価値取引

市場、ことしの５月からオークションが始まるようですけれども、その市場でＦＩＴ買取

期間の完了した電源の環境価値もそこで売り買いされるんだろうなというふうに我々想像

していますので、その辺につきましては、何かもし計画がございましたら教えていただけ

ればありがたいと思います。 

それからもう一つはもちろん自家消費型へのシフトとか、電気自動車、蓄電池、それか

らヒートポンプ等、そういうものと連携をしたスマート化をうまくやって、価値を創出す

るような、そういうものに関しての制度的支援というのが必要になるんじゃないかなと思

います。これがＦＩＴ買取終了期間後の電源の話。 

それからもう一つが、６ページになりますけれども、系統制約の克服につきまして、こ

れにつきましてはコネクト＆マネージも含めていろいろ対応がされるということで、我々

は非常にありがたい話というふうに思っております。 

ただ、系統接続における今のルールの一番我々が課題だと思っているのは、先着優先ル

ール、これがある限りいろんな局面におきまして、新規電源にコスト負担が偏ることが多

いのかなというふうに我々は思っております。この場で話をする議論ではないというのは

承知していますけれども、そういった検討もぜひ別の場でお願いしたいと思っています。 

それから系統制約の克服②、７ページのほうですけれども、これにつきましても情報公

開等いろいろ進めていただくということで、これはありがたいと思っています。 

ただ、これは我々だけでなくて、バイオマス、それから小水力の事業者の皆さんも同じ

ですけれども、太陽光の電源の多分８割、９割は、6,600V の配電ネットワークに接続され

ておりますので、そこで実際にコネクト＆マネージを導入してどうなるかというのは、

我々、全く想像すらできないという状況にありますので、多分、それは相当大変なことだ

とは理解しておりますので、すぐやってくれとは申しませんけれども、今後の検討課題と

してぜひ考えていただきたい。その辺のシミュレーション等を、電力会社さんがやられる

のかわかりませんけれども、その辺はぜひお願いしたいというのが１つ。 

それから、最後のほうですけれども、適切な調整力の確保ということで、12 ページにな
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りますけれども、ここではいろいろ調整力が必要なのはまさにそのとおりと思うんですけ

れども、やはり、もう一つここでもし入れていただけるのであれば、需要側のリソースを

最大限活用するというのを入れていただきたいなと思っております。 

そういうことで、あるものを使う、ヒートポンプ給湯器にしろ、これから普及する電気

自動車、そういうものを調整力として使うことで、調整のコストというのは相当抑えられ

るというふうに我々考えておりますので、そういったものを、もちろん将来的には水素と

か蓄電池もあるのかもしれませんけど、それよりも先にまずあるものをうまく使ってやっ

ていただければなというふうに思っております。 

最後に、13 ページのところの再エネの主力電源化に向けた電源ごとの対応ということで、

太陽光のこと、現時点から行うべき対応というところで、小規模太陽光について、太陽光

発電協会で検討中の評価ガイドの活用によるメンテナンスの適正化、セカンダリー取引、

まさにこれは太陽光発電にちゃんとやれということを我々言われているんだと思いますけ

ど、これはまさに我々にとっては当然果たすべき我々の役割というふうに思っております。 

この点につきましては、太陽光発電の長期安定稼働とか、それから地域との共生、それ

からコストの低減、非常に大事なこととして評価ガイドを位置づけておりますので、それ

を、まだできておりませんけれども、しっかりつくり上げて、皆さんに活用していただけ

るようにやっていきたいと思います。 

以上でございます。ありがとうございました。 

○山地委員長 

では岡本さん、お願いします。 

○岡本オブザーバー 

ありがとうございます。短期間に大変充実した内容の骨子案を取りまとめていただきま

して、ありがとうございます。 

全体として、私の受けとめとしまして、やはり再生可能エネルギーの主力電源化という

ことがありますし、あと、次世代ネットワークということで言いますと、次世代の電力シ

ステムへの移行ということが大きなテーマだったわけですけれども、やはり発電事業者様、

それから私ども送配電事業者、それぞれに効率化をしっかり促しながら、必要な投資は促

進していくと、こういう環境を整備していただくという話にやっぱりなっているんじゃな

いかなというふうに、全体としては理解しております。 

その上で、資料の内容について、特に系統関係の記載である８ページ、９ページについ

て、３点ご意見させていただきたいというふうに思います。 

まず、８ページごらんいただきまして、１点目でございますけれども、ここにネットワ

ークコスト改革の基本方針が書かれていて、この内容については全く異存がないんですけ

れども、ぜひこの内容に加えていただきたい、あるいはどこかに加えていただきたいと思

いますのは、発電とネットワーク全体で見た導入コストが最小化されながら、より多くの

再エネが導入されているかどうかということを、この見える化、発電コストの状況とかネ
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ットワークコスト、あるいは増強の状況ですとか、あるいはそれによってどういうことに

なっているのかといったことの見える化とモニタリングということをぜひやっていただき

まして、内容に応じて政策ですとか、制度の機動的な見直しをお願いしたいというふうに

思います。 

先ほど来、一般負担の上限についても随分議論があったと思っておりまして、山地先生

からも当面はというようなことでまとめられたんではないかと私は理解いたしましたけれ

ども、曳野課長からも当面の現状、足下でのさまざまな定量的なお話についてもお話があ

りましたけれども、じゃ、これがその他、発電事業者様の投資行動にどういう影響が出て、

どういうふうにこれが変わっていくんだろうかというところもぜひ、そういった中で見て

いただければと思いました、これが１点です。 

２点目は、①のところにあって、②のところにない言葉があって、次世代ネットワーク

の投資促進、確保を促進するということを入れていただき大変ありがたいと思っておりま

す。やはり欧州とか中国とか、アメリカもそうだと思うんですけれども、そういった電力

のプレーヤーを見ていますと、この辺も非常に進捗が速いと。 

私ども、今現状は、お客様の需要が減りながら、ネットワークをどこかを増強している

ということは、どこか空きがその分だけできているということになっていますので、どう

いうふうにうまくやっていくんだろうかということがありまして、実は日本は特にそうで

すけど、ほかの国でもある意味、需要の伸びが一定の落ち着いた状況で、こういった転換

をどうやっているのかということがありますし、我々自身も、今後、縮小するマーケット

だけではなくて、海外に出ていかなくてはいけないということは、大きな経営課題になっ

ています。 

そういった中で、こういった次世代ネットワーク投資促進の仕方、やり方についても、

この①のところに、海外の制度や他のネットワーク産業の仕組みも参考としつつという言

葉がかかっているんですけれども、ぜひ②の中にも、海外の制度や他のネットワーク産業

の仕組みも参考としつつという言葉をどこかに入れていただけるとありがたいなというこ

とが２点目です。 

３点目は、９ページの最後に書いていただいています、2030 年以降を見据えた次世代電

力ネットワークシステムのあり方ということで、継続的にご議論いただくということ、大

変ありがたいというふうに思います。 

ただ、先ほど荻本先生、岩船先生からもちょっとお話があったかと思いますけれども、

次世代の電力システム全体というのは、当然、再生可能エネルギーの主力電源化というこ

とも非常に重要ですけれども、お客様の需要サイドの省エネルギーですとか、あるいは電

力化、例えばＥＶ化ですとか、電化といった省エネルギー全体を含めて、あるいは電力シ

ステム全体としてお客様側のリソースをどういうふうに有効に活用させていただくかとい

う全体像での電力システムというふうに思っておりますので、そこが少し読み取れるよう、

言葉を足していただけるとありがたいなと思っておりますのと、この分野、本当に、先ほ
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どもちょっと申しましたけれども、欧州あるいは中国の電力会社は非常に活発に動いてい

るところでございまして、当然そういった中には国の支援もあるという、政策的な支援も

あるということがありますので、ぜひ、一つはこういった次世代電力システムの絵姿を描

いていくということと、そこに向けて技術開発をしっかりやっていかなければいけないと

思いますので、政府におかれては、ＮＥＤＯさん等もあると思いますけれども、技術開発

も推進していただく、その上でコストの、誰がどのようにといったところも継続的にご議

論いただければというふうに思っておりますので、その点、最後の次世代のところにつけ

加えていただけないだろうかというお願いでございます。 

私からは以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では、小水力利用推進協議会の春増さん、お願いいたします。 

○春増オブザーバー 

ありがとうございます。非常に広範なテーマについて、バランスよくおまとめいただい

ていると思います。ただ、この委員会で私ども発言の機会がございましたときに、その都

度お願いしてきたことなんですけれども、例えば２ページの系統制約について、先ほど太

陽光発電協会様からもお話がございました、小規模な電源はほとんど圧倒的に配電系統に

接続されているわけでございます。 

前回のこの委員会の資料で、Beyond 2030 のネットワークというチャートがございまし

たけれども、その中で明確に配電系統と、それから上位の送電系統に分けた絵姿が示され

ておりましたし、私どもの記憶によりますと、山地委員長のほうからも確かに配電と送電

は違うので、分けた議論が必要だというふうなご発言があったというふうに記憶しており

ます。 

ぜひ、例えばこの２ページの系統制約のグリーンの網かけをつけたところの１つのテー

マとして、送電系統と配電系統、そのルールですとか、あるいは枠組みといいますか、そ

ういったものをどういうふうにしていけばいいのか、その中でその配電系統への系統制約

問題をどういうふうに考えていけばいいのかということについて、ぜひ議論する場をおつ

くりいただいて、合理的な結論をお出しいただけるようにお願いしたいと思います。 

以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

では地熱協会、後藤さん、お願いします。 

○後藤オブザーバー 

ありがとうございます。地熱協会の後藤でございます。私のほうから２点、要望をさせ

ていただきたいと思っております。 

まず１点目は、スライドの２ページ目にあります事業環境というところで、今後の対応
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で適正な事業実施、地域との共生のところで、地熱資源の適正管理等に向けた制度検討と

いうことを記載していただいております。これは私ども事業者としても大変ありがたく思

っております。 

地熱というのは非常に地域に偏在をした資源でして、有望地や、また既設の発電所も含

めて、こういう既設のものもある立地地点も含めまして、事業者の集中とか乱開発が危惧

されております。 

そういう中で地熱の特徴でもあります安定して、また、設備的に非常に今、長期の運転

ができる地熱の特徴というものを阻害する要因にもなりますので、早くこの適正管理等に

向けた制度設計というのをやっていただきたいというふうに思っております。 

２点目ですけれども、地熱は再生エネルギーの中のまた一つの、ほかにない特徴といた

しまして、熱というものがございまして、この熱利用というもの、熱の利活用についての

技術開発であったり、あと実際に熱利用をする上での規制等が実際にありますので、こう

いう制度設計も含めた検討を加えていただければありがたいと思っております。 

以上でございます。 

○山地委員長 

ありがとうございました。 

一応、意思表示をされた方の発言は終わりました。よろしゅうございますか。 

大変熱心に、しかも有意義な多数のコメントをいただき、ありがとうございます。 

事務局のほうで、何かこの場で対応はございますか。 

○曳野電ガ部電力基盤整備課長兼省新部制度審議室長 

ありがとうございます。個別の論点についていろいろご指摘をいただいたところ、追記

が必要だというところも含めて、事務局としても、よくよく、きょうの議論を踏まえて検

討していきたいと思います。それから、実は今までの議論の中で、詳細な資料には書いて

あったのですけれども、この資料には「骨子」ということで書いていなかったものもござ

いますので、例えばサイバーセキュリティーの話であったり、グローバル展開とか、当然

そういう話は今までの中でも議論いただいたところだと思いますので、できる限り本日の

議論を踏まえて取り込んでいきたいと思います。 

その上で、幾つか事務局として悩んでいたので書いていなかったところであるとか、少

しこの場で基本的なコンセプトも含めて直ちに合意をとるのが難しいというところもある

のではないかというふうに事務局として今、考えている点を率直に申し上げたいと思いま

す。 

まず、前提として、髙村委員からご指摘いただいた、期限とスケジュールを明確にとい

う点は、まさにそのとおりだと思っておりまして、逆に、この事務局の資料はあえて色分

けをして、はっきり期限が決まっていないものは、それがあからさまに見えるような表現

ぶりをしているのは、まさにスケジュールはできる限り明確にすべきなので、できていな

いものについては、それが敢えてわかるようにしてあるというところでございます。その
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上で、できる限りスケジュールを明確化しながら進めていきたいということについては、

全く同じ思いでございます。 

荻本委員からご指摘いただいた、例えばノンファームの話でいえば、これはやるべきだ

と思っておりまして、やらないと、何でいつまでやらないんだという話になりますので、

これ自身はしっかり議論をしていきたいと考えておりますが、エネ庁なりの調整能力の問

題なのかもしれませんけれども、非常に調整の難易度が高度だと思っておりまして、シス

テム開発というよりは調整の問題だと思っております。広域機関において、工事期間中の

停止の扱いについての議論ですら、ものすごくいろいろな議論が出ていたというふうに承

知をしています。 

この議論については、特に、「火力と再エネ」の観点のみの議論がよくされるのですけ

れども、実は必ずしもそうではないと思っております。増川委員から先着優先が非常に問

題だというようなお話もいただいたのですが、例えば北海道の末端系統などでは、別に原

子力とか火力は特に関係がなくて、再生可能エネルギーが先に入っているので、再エネ同

士で、その先と後の関係はどうするんだという話のほうが本質だと思っております。 

北海道の蓄電池のプロセスでも、道北と道南には入らないというお話がありました。こ

れは再エネの電源がいっぱいになっているので、これ以上後から入らないという議論にな

っておりまして、したがってそこの中でノンファームを決めたときに、仮に順番を一緒に

しましょうということになるとすれば、それは実は、先行する再生可能エネルギーの期待

収益はどうするのだという議論とも重なると思っておりまして、本件は、火力をどうする

かということだけではないというふうに理解をしております。 

いずれにせよ、こうした極めて複雑な論点があるとは思っておりますけれども、正面か

ら議論が必要だと思っておりまして、エネ庁、あるいは広域機関でしっかり議論をしてま

いりたいと考えております。 

それから優先給電ルールにつきましても、これまでの議論がある中で、岩船委員からご

指摘いただきましたけれども、これもなかなか難しい論点だと思います。海外においては

優先給電ルールはないようなイギリスの例もございますけれども、そのメリット、デメリ

ットをしっかり見ていかなければいけないと思いますし、長山委員からご指摘いただいた

地内オークションについても、事務局としてこういう論点があるということは、当然、認

識をしているところですけれども、一例を挙げますと、例えばある火力発電のすぐ隣に、

その火力発電を潰したいという意図の有無にかかわらず大きな風力発電をつくってしまう

と、その火力発電は一切動かなくなるということにもなりかねないという議論を含んでい

ます。これはノードの設定の仕方にも関わると思いますが、先ほど長山委員からは東北を

２つに分けたらいいんじゃないかというご指摘を頂きましたが、全ての変電所ごとに全部、

地内オークションをやるべきではないのか、何でやらないんだというところとの関係で、

どういうふうに客観的な基準を決めていくかということは、短期間で結論を出すには非常

に難しい論点だと思っております。 
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今、ようやく２年ほどの議論を経て、連系線のところを議論して整理したという現状で

ございますので、その状況を見ながら、地内についてどういうやり方があるのか、まずは

ご指摘いただいた海外の例も勉強していきたいと考えております。 

それから水力に関して、配電系の話をまずしっかり議論をするべきじゃないかというご

指摘をいただきました。この配電についての論点について、必要な議論を行うべきだとい

うのはそのとおりだと思いますし、今回においても、例えば住宅用の太陽光について、非

常に小規模なものとして、発電側基本料金の対象外だといった整理もなされたところであ

ります。 

電源ニュートラルな制度を入れる場合に、想起をしなければいけないのは、低圧分割と

いった案件が昔あったという点であります。配電系のものについては、小さく分割した場

合には規制がかからないというようにした場合、そのようなケースが水力において生じた

というふうには全く承知をしておりませんけれども、他の複数の電源においては分割案件

が現に生じているわけでございまして、そのようなルールをどのように客観的に、また、

事業者が本来支払うべき負担を公平に支払う形とし、それを逃れるような形にならないよ

うな仕組みを考えないといけないというところで、まだ整理が仕切れていないものですか

ら、そういうことに関して、きっちり論点を整理した上で議論をさせていただければとい

うふうに思います。 

それから最後に環境価値に関してでございますけれども、基本的には本年の５月以降に

非化石価値取引市場で取引が、ＦＩＴについては開始されます。その証書と、ＦＩＴの電

源を組み合わせれば、さきほどの辰巳委員からご指摘のあったＲＥ100 のような選択も可

能になります。 

今後、そういうことを選ぶ方が多ければ、それによって需要が喚起されていくというこ

とだと思いますし、それほどの支持がなければ、あまり売れなくて、最低価格に張りつく

ということだと思いますが、あわせて、経産省としてはこの高度化法に基づく中間目標を

設定することとしておりますので、そうした中で、将来的に価格もある程度ついていくの

ではないかと考えております。 

その他いろいろご指摘いただいたところについては、基本的にできる限り反映する形で

対応したいと思います。 

○山地委員長 

事務局のほうから、また丁寧に対応していただきありがとうございました。 

今、議論を聞いてわかるように、まだまだ論点はいっぱいあるわけで、今回は中間取り

まとめということですから、あくまでも。私自身は、先ほど江崎委員とか松本委員がおっ

しゃったグローバルマーケットとか、あるいはそこで展開していくプレーヤーの話とか、

今まで毎回１枚ものの地図みたいなのがあって、きょうはここを議論しますよという中に

一番下にあったのが、私も気になっているところだったので、そのあたりも含めて取りま

とめを進めていただきたいと思います。 
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それで、次回の議論の進め方ですけど、きょう議論していただいた中間整理の骨子案に

ついての皆さんのコメントを踏まえて、改めてこれまでの成果をまとめていただいて、そ

れについて議論をしたいというふうに思います。 

次回開催については、事務局からお願いします。 

○山崎新エネルギー課長 

次回については調整をさせていただきまして、決まり次第、ホームページ等で発表させ

ていただきたいと思います。 

○山地委員長 

今回は３時間以内とは思っていましたが、何とか３時間以内に終わりました。 

以上で終わります。次回もよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

 電話：03-3501-4031 

 FAX ：03-3501-1365 

 電力・ガス事業部 電力基盤整備課 電力流通室 

  電話：03-3501-2503 

  FAX ：03-3580-8591 


